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ソ連邦における工場技能学校の発展と

職業技術教育原理の前進
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工場技能学授はソ連邦における熟練労働者の養成施設として， 1921年2月に法制上の形態

を整え，その後，年少労働者のための主要な教育施設として揺るぎない位置を獲得ーしつつ発展

した教育施設である。この工場技能学校が如何なる要閣により発生したのかは既に述べた1)。

本稿の課題は1920年代という， r試行錯誤Jの時代に工場技能学校が社会主義建設の状況の下
で，市民権を獲得して発展する過程を考察し， ソ連邦における職業技術教育の原理，なかんず

く熟練労働者の養成原理を分析，解明することである。

工場技能学校の発展にかんする先行研究は，その発生の研究と同様に極めて少ないことを
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指摘しなければならなしめ。 また研究の内容も一部を除いて， 工場技能学校およびその生徒の

量的変化，その形態・教育期間の変化を述べたものにとどまっている。

工場技能学校の発展の燦史は A面では，マルクスが言及した「全版的に発達した人間flを

育成する上で，教育はどうあらねばならないのかとし寸問題をめぐる論争を内匂している。別

の表現をとれば教育が資本の道具として機能するのではなく，資本の鉄鎖を打ち破った状況下

で人間の発達を前面におしたてて追求する壮大なる実験の過程を包摂しているのである。 1920

年代後半におけるこの論争を検討することなしに上述の本稿の課題を遂行することができない

と考えられる。

また他方において，この過程は*}1呂闘員教育問題党協議会 (1920年 12月29臼-1921年

1月4日)で顕在化した職業技術教育論争の 1920年代後半における再燃，そして一応の解決の

過程でもある。

ソ連邦においても， 臼本においても，労働教育，総合技術教育，また「全国発達Jの教脊

が統一労働学校を中心にして論じられてきた鎖向が散見される。しかしながら，これらの概念，

本質をより明確にする上で，さらに社会主義建設を遂行してゆく過程における教育の社会主義

的原理の統一的，動態的把揮をおこなう上で，統一労働学校中心の学校史は克服されなければ

ならない。生産労働に携わる労働者でもあり，向時に学習活動をおこなう生徒でもある年少者

のための教育施設，すなわち工場技能学校を研究する意義の一つもそこにある。

以上のことを前提として， 1920年代の工場技能学校の発展過程を考察し，職業技術教育原

建，熟練労働者養成原理を分析してゆく。

註
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J¥ーシ。
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のを別にすればほとんど簡略化された概論か，またはその一部分にすぎなL、。

3) カーノレ・ 7 ノレタス， [f'資本総J]，マルクスーエンゲノレス全集，大月議庖，第23巻 a，630ベージ。

I. 国民経済の復興と工場技能学校の建設

1. 工場技能学校の基礎の確立

59 

1920年代末にはソビエト政権は内外の子渉勢力に対し，決定的勝利をおさめることができ

た。第1次大戦とそれに続く園内戦，干渉戦の結果，工業生産は破滅的状況に瀕した1)。戦時共

産主義の時期に戦線における兵士と都市の労働者の食撮を確保するために，ソビエト政権は農

産物の売買の閤家統制，儲人による売買の禁止，割当徴発を実施した。このような結果として，

シベリア，ウクライナ，タンボフ県などで農民暴動がおこり，さらに十月革命において積極的

な役舗を果したクロンシュタット基地の水兵も暴動をおこした2)0 1920年末から 1921年初め

にかけてのソビエト政権と農村(農民)との対立は，戦時共産主義3)政策を実施しつづけること

を不可能にした。国の政策の重点、は戦争から平和建設に移行し，その方針転換のためにロシア

共産党(ボ)は， 1921 年 3 月 12 日 ~16 日に第 10 回大会を開催した。

大会は農民が闘の人口の大多数を占める P シアに社会主義を建設する条件として勤労農民

との同盟安必要とみなし，農民を社会主義建設に参加させるために食撞の割当徴発鋭から食糧

税に転換しなければならないとした。食糧税としで供出した残りの余剰食糧の自由奴売を認め

ることにより農業生産性な高め，その結果，工業とりわけ重工業の復興をもたらし国の社会主

義建設の基礎をつくるというプランを大会は承認した。この大会で、定められた方針と，その後

に実施された一連の政策は新経済政策 (HOBa匁9KOHOMlI鴨CKa冗IlOJIlITlIKa)Cネップコと呼ばれ，
自由な国内商品交換の許可，自由な生産の許可， f悶人経営による生産物の市場での叛売，国有

企業の直接的国家管理の解除，銀行・信用組織の護活，貨幣関係・信網組織の復活，私的経済

活動の許可，私的資金の蓄積の許可をその主な特徴としていため。つまり閤家が国民経済の指

導的立場をとり，経済の管制高地にあたる大工業，鉄道，水運，貿易等を統制下におき，その

一定の範閣内で資本主義を護活させたのである。

このようにネップにもとづく国民経済複輿は，1l輿に必要な労働者カ…ドルの養成という

ことを含め，教育に少なからぬ影響を及ぼすのであった。この第10回党大会において，レーニ

ンは「わが国のプ口レタリアートの大部分が階級から脱落していること，未曽有の危機と工場

閉鎖の結果，人々は飢えのために逃げ出し，労働者はむぞうさに工場を捨て農村に落ちつかな

ければならなかったし，労働者でなくなってしまったことは明らかである oJ5)と述べ，労働者

の賠級的競落，すなわち労働者の絶対数の減少を指摘した。国民経済復興のためには，これら'

の分散した労働者を生産に復帰させることと労働者の技能資格を高めることが必要とされた。

そして後者にかんしては，職業技術講習会と工場技能学校が主として労働者の教育にあたって

いた。このような状況の下で経済諸機関や労働総合は関民経済の復興にあたって，この教育施

設に大きな関心安示してゆくのである。

ところで，ソピ、エト政府は工業企業の管理にかんする新しい方策を 1921年8月9日に公布

した。この人民委員会議指令『新経済政策原理の実施にかんする指令Jl(HaKa3 0 npOBe，ll.e日開 B

)K1I3Hb Ha可aJIHOBO致問OHOMlIQeCKO註nOJIlITlIKlI)は，個々の生産部門と大規模企業または重要

企業の一定数を最高国民経済会議とその地方機関のもとにおき，このグループの企業が正確な

経済計算制(独立採算制)にもとづいて運営されること等を定めたへその後の一連の決議，決
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定7)において，企業の経済計算制への移行が規定された。企業の経済計算;おもすなわち独立採

算制の導入により，生産性の高揚が以前にも土脅してき当該企業の中心課題となったのである。そ

の結果，非熟練労働者を企業は削減しはじめ，その対象には当然年少労働者も含まれた。この

ような現象は，将来の社会主義建設を遂行ずる熟練労働者カードノレを年少労働者の中から育成

しなければならないという点からしても許容されるものではなかった。これに対して第 11由

党大会 (1922 年 3 月 27 日 ~4 月 2 日)は，決議において a連の妨止措置を定めた。

決議は「生成における労働青年の確保と労働青年の肉体的，精神的能力を破壊する過度の

雇用形態から彼らを護ることは，ブロレタリプ独裁のなおいっそうの強化に必要な前提であり，

ソビエト共和国の工業の発展に必要な前提である J8)と述べ，ア)企業における一定の率の年少

労働者を確保する。 イ)労働青年の労働を再編し，労働青年の労働を教育のEI的に従わせる。

ウ)生産の実践的教授を理論教授および社会・政治教育と統一する労働青年学校を建設する。

エ)経済諸機関は労働青年学校に物質的援助をおこなう。オ)教育人民委員部は労働青年学校

により大きな注意をむけることを不可欠とした。この決議をうけて全ロシア中央執行委員会は

1922年5月に決定『生産における最小恨の年少者数の確保にかんする全口シア中央執行委員会

の決定』を採択し企業における一定の割合の年少者の磯保を企業に義務づけたのである。

ソビエト政府は，ネップの初期に「教育上の後退J~と余儀なくされた。その原閣は第 1

に，後にわれわれにあらゆる悶難をもって襲し、かかる近づきつつあった飢健であり， ;:r~ 2に，

地方財政への全学校締の悲劇的な移管l)であった。すなわち，飢鐙や浮浪児の救済に国家予算
をさかなければならなかったため，初等教育を国家予算から地方予算に移管したので、ある。

このような財政事情の下で， 1921年10月に方針化されていた間営企業付属の工場技能学

校の国家予算による維持もm，最高関民経済会議，全ロシア労働組合中央会議，教有人民委員

部の『工場企業・商工業企業による工場技能学校の維持にかんする指示jJ!1)(目前TpyKUH5Irro 

CO，ll.ep)KaHHIOφa6p別日0-3aBO，ll.CKOrOy可eHH明 CT問中a6pHQHO-3aBO，ll.CKHMH託 ToprOBO心pOMblllI同

J1eHHbIMH rrpe，ll.ロPH兄TH5IMH)によって， 1922年四月には企業がその維持を負うこととされた。

この『指示』の要点は以下のとおりである。

1) 企業の工場技能学校と短期技術講習会の維持のすべての費用は12) 企業の文化活動へ

の控除額以上の予算をもって充用する。

2) 企業の管理経営機関は，関連労働組合と県職業教育部と協力して，工場技能学校の設

備とそれらの維持に要する費用総額を決定する。

3) 地区の工場技能学校の維持費は，すべての関連企業が労働組合との合意にしたがって

負担する。

4) 教授一学習部門の指導は教育人民委員部の諸機関がおこなう。

5) 教授要目と教科プランの作成・検討は労働組合の諸機関や工業企業の寅{壬ある管理者

と協力して， グラヴブロブォーフ)しの諸機関がおこなう。

『指示』によって規定されたお， 2)，3)はネップ初期の経済事情を反映したものであるが，

このことにより，工場技能学校は当該企業，もしくは地区の関連金業によって企業のー構成部

分としてより明確に意識されたのである。工場技能学校が企業のー構成部分とみなされるとい

うことは，それが当該企業，地区の企業のための熟練労働者を養成することを任務としている

以上，当然なことである。そして，このことは，この後， 1920年代を通じて如伺なる教育を年

少労働者，すなわち工場技能学校の生徒に与えるかということに大きな影響を及ぼすことに
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なるのであった13)。

この f指示』に先立って， 同年 9月25B "-'29日に第 1回全口シア年少労働者教育大会が

開催され，そこにおいて工場技能学校のなおいっそうの発展と強化を大会は強調した。エヌ・

カ・クループスカヤは，大会の直前に「年少労働者学校は一本立になり，生存権を獲得したJ14)と

述べた。これらの工場技能学校に対する注目は同年 12月の第 10回ソピニE ト大会 (1922年 12月

23日"-'27日)において結実をみた。

大会決議は，工場技能学校の増加を必要と認め，健康で教養があり，そして政治的にも積

極的な労働者措級の予備箪の養成のために，この学校が特別な意義を有していることを強調し，

「コムソモールと労働組合の労働青年の大衆組織に依拠しながら，これらの学校をできる限り強

化することを教育人民委員部，地方のすべてのソビ、エト機関，経済機関にJ15)提起した。

この持までに，工場技能学校網は 1921年後半以蜂，急速に増大してきた。その模様は次の

表(表-1，表ーめから明らかになる。

喜美-1 工場技能学校網の増加(ソ連邦)16)

年度
1921年2月1日1921年10月1日1922年2月11日1922年8Ji11 13 1923年1月1日

理事 援

学 校 数 43 249 440 657 748 

(土民 カ日 喜界 ?も) lOO 579 1，023 1，528 1，740 

生 徒 数 2，000 29，424 44，133 44，933 50，207 

(士総 方11 ヰ1 5fv) lOO 1，471 2，207 2，247 2，5lO 

表-2 年少労働者学校(工場技能学校を含む)網の矯加(ロシア共和国)17)

年度

事項
1921年2月 1921年lO月 1922年4月 1922年10月 1923年1月

学 校 数 18 件3) 20日63(63) 4lO 473 臨醐 j 563 (425) 

(税方自率%) 100 147 (147) 953 1，lOO 1，219 (898) 1，309 (98紛

生 徒 数 18(2，000) 20日4，725 28，782 31，747 34，628 (28，079) 35，991 (29，442) 

(増加率%) 100 236 1，439 1，578 1，731 (1，404) 1，800 (1，472) 

( )内は工場技能学校およびその生徒数，その増加率

工場技能学校の発展にかんする問題は， 1923年4月17日"-'25日に開催された第 12回党大

会においてもとりあげられた。決議において熟練しそして階級的に自覚した労働者，同じ

くソビ‘ニ巳ト共和国の建設に関心を示した農民の新しい共産主義的世代の養成にかんする問題

を，党は現在，以前よりも鋭く提起しなければならなし、J18)と述べ，工場技能学校に対して，そ

れな「できる限り発展させ，強闘にすることは，工業の発展のこの段階においてコムソモ…ル

ばかりでなく，全党とソピ、z ト政権にとっても第一義的意義含有するものJ19)であると評価し

ている。それ故に大会は rできる限りの援助ι生産とわかちがたく結合している工場技能学
校網の可能な拡大，そこにおける訓育活動の強化，まず第一に政治活動の強化，そして同時に，

この学校の物質的状態の改善を必要と考え}O)たのである。

1923年 8月に人民委員会議は， r生産に従事しているすべての年少者が 1925年9月1日ま
でに工場技能学校絹に包摂されること J21)を必要とみなした22)。このことは，年少労働者の義務
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教育23)とかかわって考えられたと想起しうるが，その当時の経済状況は絵果としてこれらを実

現させなかったのである。ともかく，生産に従事する年少者をすべて工場技能学校に包摂する

ことが計画される程，工場技能学校は年少労働者にとって重要な教育施設としての位置宏全国

家的に獲得したのである。

間民経済復興期における最重要課題のーっとして「労働生産性の向上Jを指摘しうるが，

それは労働者が当該の技能資格において十分に熟練していることを前提とするものである。そ

れ故に職業技術教育事業の組織，改善，発展がその中心課題として浮びあがってくる o 当然、の

こととして，年少者の中から熟練労働者を養成することを主要な配務としている工場技能学校

は，当初から経済諸機関，労働組合の注目を浴びてきた。しかしながら復興期もおわりにさし

かかる 1924年末においては，工場技能学校による熟練労働者の養成ばかりでなく，その他の形

態の技術教育施設における熟練労働者の養成も必要とされた。このことは 1924年12月15臼~

21日に開催された『全連邦労働者教育大会』におけるセユーシキン (CeωllIKHH)の報告が指摘

していることである。

報告は工場技能学校を通しての技能資格の向上の他に， rグループ2による職業技術教育事業
と，様々な夜開講習会，職業技術講習会，技能資格向上サークノしを通しての技能資格の向上J24)

に多大な意義を与えている。すなわち，これは相対的に安定した状態に工業生産が反り，戦前

(1913年段階)の水準に工業生産量を間復する上で，より急速に，そして量的にも多く熟練労働者

を必要としていることを示すものである。

さらに報告は工場技能学校にかんして，それが克服すべき多くの欠陥を手ぎしていることを

指摘している。その主要な欠陥は工場技能学校が熟練労働者を養成していないということであ

るお)。それは以下のことが原閣となっている。

つまり， 1)工場技能学校の教授要目が不十分にしか検討，作成されていないこと， 2)学校

には教脊的力量を有する教職員が存在しないこと， 3)理論と実践の統ーがされていないこと，

4)一部の工場技能学校は生産から離れ臼い型の手工業家を養成するか，必要とされている

熟練!労働者を養成するかわりに「全面的に発達した人格Jを養成することにつとめているこ

とお)，である。

J.l1jな資料によっても同様な現象がおこっていることを示すことができる。 1924年7月， 8月現在，

卒業を目前にしている最上級生13人の技能資格は次(炎-3)のとおりである。ここでは熟練労働者は

6等級以上であるので，それ以下の等級の者は工場に移っても見習工としての扱いをうけなければな

らなかった。この表から判断するならば，約8割近くが熟練労働者ーになれず見習工としてとどまらざ

るをえないのである。このような結巣を招いた姿閣は，作業場長が技能教育にあまり関心を示さない

ことや，各人がそれぞれに技能教育のプランや要Uを作成した

こと，さらにインストラクターがしffしffカミ1わったことなどで
ある28)。

また1924年にはモスクワで約200人の生徒が工場技能教

育を終了することになっていたが，議上級生の絞能資絡は，しば

しば正式の要求にさえ該当していない状況だったのである29)。

以下，若干の学校の状況を示す(表-4)。

このように6等級以上の技能資格を有する遂の比率は緩め

て{添い(それぞれ，約29%，8予定，， 11%)といわざる会えない。

このような状況におし、て，学校を卒業する生徒たちも， r学校は
何をわれわれに与えたのか。今日はこれ，明afまあれである。

議-3 工場技能学校の段上
級生の技能芸者絡27)

〈事 級 数

2-3 2 

3-4 2 

4-5 6 

6-7 3 
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すなわちパ教綬J}!g 11もなく，一貫性もなく，一つのものから{むのものへと揺れ動いていたJ31)と工
場技能学校の実践を批判したのである。

しかしながら，工場技能学校は様々な問題を含みながらも，量的に発展してきたので、あり，

それは次の表(表-5)によって確認できる。

さらにロシア共和国の 1925年l月1日には，工場技能学校数-481，生徒数-40，910とい

表-4

務3鉱山マニュブアグチ
ブハーリン電車学校 モスクワ 21害救縫学校 ュア学校30)

~~ 級|人 数 等 級 人 数 ゑ、j骨 e 級|人 数

3 1 3 17 2 5 

4 3 4 17 3 7 

5 1 5 3 4 3 

6 2 6 3 5 1 

6 2 

表-5 1924年までの年少労働者学校(工場技能学校を含む)紛の変滋
(ロシア共和鴎)32)

生産部F14L42J5izlJZl抗日i担
金 溺 24-lmL…吋 11，1ω11481即位;叫 1明 41叫竺空竺 11ヂ02

(4j-174…二日 3，(両雨明lω| 瓦3291 元~-6，0361判明31
王二j，yi.干に三三三百三極王子詞ヨ:肩口 742

脳 281 35 別 371 1，7261 391 1，7811 351 1，8951 341 1，660 
一

製 | 一→i 一→ 5判4 一5田3 久0仰仰2出却391 5科51 仰 4必61 3，府仰6伍側5臼31 4必2抑 ;91 1判44|刷
下一一一I 一二二一 191 二ヨ日ヨ旦可型(玉正19王?正1仁仁;片:竺hj(弓:互互 903干可可903r-可可可可可一一一同一一一一一一一L一一1
i「戸只1てγ「7二「一|川10判01 叫寸可司下戸斗1什943到J司イ戸云1可石i戸1 

hιぷ十川 1414与1lJ 1:[:::l汁刊Jr::ト目
玉ι**'で -7|勾1 7l 叫f49f71吋 7i 5 
ト二二 両三|叫 51 判 111 叫可 830

zョョヨ寸寸寸両3814~示 361 4，50814H幻74，388
設 1i一二戸「一千両吋判例 16! 吋判?日 766

;川必ぷ! 一協;忍2ロi丙5玩丙j頑厄4丙瓦峨2弱酢2炉瓦両示謂閣♂謂否f柄雨瓦幻山山叫ω蹴叫O侃14i片何478吋7司判悶8副!
竺竺ιi巳三仁工函;亙空空曾94!山山口竺竺J吋…瓦示b副坦竺互工二
J I 臼41ぷ鶴田3i(主劉的51(去f211(おI(説明吋4酬 _1
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う状況であったお)。またソ連邦では， 1924年 1月1S， 942校， 68，819人34)，1925年 1月1臼，

932校， 76，120人35)という状況であった。

ロシア共和国の 1924年1月の506校， 34，901人から7月の478校， 33，774人の学校数，生徒数の

減少は，学校網の撃的のための統廃合が実施されたことを確認させる。その後の 1925年1月の481校

40，910人とし、う数字は，これまですこ学校総の裳備が終了し，孫び学校建設が着手されはじめたことを

示してし、る。ソ連邦の 1924年1月1日の942校から 1925年1月1日の932校への学校数の減少は，

口シア共和間以外の共和悶が436(942-506)校から451(932-481)校に増加していることを考えあ

わぜるならば，ロシア共和問以外の共和国の学校建設が，統廃合のテンポを上まわっていることを示

していると考えられる。

さて，以上のような発展を示してきた工場技能学校を保障したものは，後に述べるような

工場技能学校の物質的，法制的整備の他に教師の養成事業の強化であることを指摘しなければ

ならない。

工場技能学校における理論的課業は，初期においては，ほとんど「工場の技師J36)が担当し

た。このような状態は企業の生産にとっても，また生徒の教育にとっても，克綴すべき弱点で

あった。工場技能学校を質的，量的に発燥させるために，王手任の教師が必要とされたのである。

1923年に入って，工場技能学校の普通教育科目の教師の養成が実施されはじめた。 この

ような課題は教員養成施設によって真撃にうけとめられた。『モスクワ・プレチスチェンスキ…

大学教青学部~ (口e，ZJ:arorWleCKH首相KyJJbTeTMOCKoBcKoro flpelJHCTeHCKoro I1HCTHTYTa)も，

その一つであった。そこでで、は，学生は普通教育科科-EIと共に現在の物質文化を学習しし，基幹工業

部門を見学という方法で知り札，繊維および金属加工工業の労!働重動b者の見習いとして生E産差労働に直
接関与することがおこなわれたので、ある3町7η)

さらに夏には，各地で、短期講習会の開催が予定された38)。そこでは 31/2~51/2 適間， 200~ 

300時間の期間に以下の講留をうけることとされた。

イ) 工業労働学校……20時間39)

ロ) 年少者の心理……50時間

ハ) 工業生産にかんする知識……50時間

ロシアの経済地理……20時間

ホ) 工場技能学校の模範教授要目と教授方法

母国語……50時間

地理……30時間

社会科……60時間

へ) 青年の国際共産主義運動とコムソモール……20時間

この中で，社会，政治にかんする科自に， fむの科目と比較して多くの時間 (130時間-43%)

が振りあてられたのは，当時の工場技能学校に社会科，とりわけ政治教育を教援する教舗が極め

て不足していたことに対応したものと考えられる。共産党中央委員会は 1923年4月12日に指

令『工場技能学校における生徒の政治教育にかんする活動について~ (0 pa60Te no nOJJH湖町-

CKOMy npocBemeHHIO H Bocn諸TaHHIOylJamHXCH B llIKOJJaXφa6pnlJHO-3aBO江.CKoroy明日HlJeCTBa)

を発し，工場技能学校の生徒のi習で政治教育活動をおこなっているコムソモールに党機関は，

「できる限りの支持と援助を与えなければならなしづ胡)と指示した。 また r社会科の教舗のい
ないところでは，熟練した党の間志から社会科の教師を抜擢するJ41)ことも指示したのである。
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このような事情が，上述の短期講習会の要自に反映したものと思える。そして，これらの講習

会は若干の教科プランの修正をともなって実施された42)。

また秋には， モスクワに『カール・リープクネヒト名称高等師範学校~ (BhICIll凶 De，lJ，aro-

F問 eCK曲目白CTHTyTIIMeHII K. JlII6KHeXTa)が開設された43)。そして，学校ではイ)母国語と文

ロ)数学，ハ)物理と化学を含む自然科学，ニ)社会科44)，の教師の養成をおこなった。この

ようにして教育者カードルの養成事業が整備，強化されていったのである。

1922年以降，工場技能学校はその存在意義を年々増大させつづけてきたのであるが1924

年の夏以持，工場技能学校の教科プランや教授要目などの技能訓練に直接関係することに関心

が集中するようになっていった。そのことは， 1924年においては工場技能学校の組織，管理，

運営等のいわゆる「外的条件整備j にかかわることが一応完成していることを意味していた。

2. 工場技能学校の組織，管理・運営規則の確立

1922年と 1923年は，工場技能学校の級織，管理，運営規剤の確立，すなわち「外的条件整

備j の時期であった。以下，それらを考察する。

(1) 工場技能学校の維持

工場技能学校は，創設時よりさ当該食業の労働組合，工場管理部によって維持されてきてお

り，設置，経営のための規則も確立してはいなかったのネップの導入とあいまって，国家資金

からの教育に対する支出の大幅な削減とL、う事態に対応すベく，労働者やその子弟に奉仕する

文化・教育施設は経済諸機関の費用で維持されることとされた。このことを指示したのが，

1922 年 1 月四日に公布された『工場企業に付属する文化一教育施設の維持にかんする指示~45)

(I1HCTpyKIIII51 no CQ，IJ，epiKaHIIIO KyJlhTypHo-npOCBeTIITeJlhHhlX y可pe双えeHII負 nplI φa6plIQHO幽

3aBO，lJ，CKIIX npe，lJ，nplI兄TH51X)である。さらに，この『指示』は，このような文化一教育施設の維

持に対して賃金の 10%の控除をあてることを指示している向。

これらのことを受けて，工場技能学校と短期講習会の維持にかんして規定したのが1で述

べた『工場企業， 商工業企業による工場技能学校の維持にかんする指示~ (1922年 12月)であ

る。これら 2つの指示は，およそ 11カ月程度の時間の経過を嬬てている。 1月の『指示』は賃

金の控除を 10%以下としたことに対し 12月の『指示』はそれ以上でなければならないとし

ている。このことは，工場技能学校の費用が控除額ではまかないきれず，それ以上の支出を各

企業に要求していることを示すものである。

以上のような工場技能学校の維持にかんする『指示』が1922年を通じて二度も公けにされ

たのにもかかわらず，企業による工場技能学校に対する支出状況は不十分なままであった。そ

こで最高田氏経済会議は経済諸機関に対し， 1924年2月28日付指令 107号『工場技能学校の

経済諸機関による維持にかんして ~47) (0 CO，lJ，epiKaHIIII x030praHaMll IllKOJlゆa63a町四)によっ

て工場技能学校の維持にかんする費用の支出を義務づけた。この『指令』は， 1)すべての職員

の俸給， 2)修理，暖房，照、明， 3)文房具と教科用参考国警， 4)作業場の設置，原料，資材の供

給のために支出することを企業に対して命じたものである。この段階で工場技能学校の維持を

めぐる問題は，一応の結末をみたということができる。

(2) 工場技能学校の管理・運営

工場技能学校の管理・運営にかんする最初の法律は， 1923年2月27日にグラヴプロフォ

ーフツレ参与会幹部会によって承認された F年少労働者学校管濠規程~4&) (DOJlOiKemre 06 ynpa-

BJleHIr政IllKQJlaMIIpa60明 XnoえPOCTKOB)である。この『管理規程』が対象としている年少労働
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者学校は，工場技能学校の{自に鉄道学校，水上運輸学校，建設学校等を含むものであり，当然，

工場技能学校もこの法律の適用をうけるのである。『管理規程』は一般規定，学校長の権限・職

務，学校ソピニE 人生徒組織の4部から成り立っている。第1部は以下のことを定めている。

1) 年少労働者学校は県職業教育部の直接的管轄にある。

2) 学校長がその直接的管理をおこなう。

3) 学校ソビエトを設置する。

4) 県職業教育部はコムソモール県委員会および県労繍組合会議の合意をえて学校長を任命

する。

第2部は学校長の権限と職務にかんしてであり，第3部は学校ソビエトにかんして述べて

いる。そして最後の第4部は生徒組織にかんするものである。この『管理規程』は革命後最初

の年少労働者の学校管理にかんする法律であるが， その基礎となっているのは 1918年9月30

5裁可の『統一労働学校令』である。 ζの『統一労働学校令』と 1923年 12月18臼にロシア共

和国人民委員会議が公布した『統一労働学校規程~49) (YCT組問即時叩Y)l.OBOiIIIIKOJIbI)と関連

させて考察するといくつか注目すべき点があらわれてくる。

f学校令』の第7条において f教師の階層分けは撤廃されjm，校長()l.HpeKTOpIIIKOJIbI)と

いう職務は存在しなくなった。統一労働学校法制を修正したのが『学校規程』であり，ここで

はじめて，学校長 (3aBe)l.Yぬ回目訪問KOJIO負)とし、う職務が復活したのである。しかし， これに先

立って上述の『管理規程』で学校長 (3拙問YlO凹抽出KOJIO註)が設けられ，その権限と職務が規

定されている。このことは学校管理にかんして一切の教師の階層分けをおこなわなしJ学校令』

の修正過程が， 1923年2月段階で開始されつつあったことを示すものである。

さらに，学校ソビエト 51)(IIIKO品目bI負COBeT)と学校長との関係について， 11学校規程』は第

2条において「学校長はソピエトの決定に同意できない場合に，それらの決定の執行を停止す

る権利を有し， その際問題を最終的に決定する権利は富良教育部に属する」沼)と定めている。

『管理規程』はその第 11条で，問題を県職業教育部とグラヴプロフォ…ブソレの裁可に委ねつつ，

「その執行を停止する権利が学校長に委ねられる l3)としている。この2つの『規模』は学校ソ

ビエトと意見がわかれた場合，学校長はその決定の執行を停止することができるとするもので

ある。

しかしながら『学校令』において，学校ソビエトの決定は悶民教育部と意見を異にする場合

でも執行を停止されることがなかった54)0 11学校規程Jにおいては，異議申立にかんする条項

が存在しないが， 11管理規程』では，学校ソビエトの各構成間体の代表が県職業教育部に上訴で

きるようになっている。そして県職業教育部によって学校ソビエトの決定が耳元消された場合，

学校ソビエトは県職業教育部を通してグラヴプロフォーフソレに上訴する権利を有していた55)。

以上のことから判断すると， 11管理規程』は， 11学校令』が『学校規程』に修正されてゆく

過程において全体として F学校規程Jの内容に深く傾斜していってはいるが，いまだ『学校令』

の精神をも体現しており，まさに過渡的な性格を有していると述べることが可能である。『学校

規稼』において何故，異議申立が消滅したのかは，これらの法律とさらに新しい資料の発見，

およびそれらの検討を経る中で解明してゆかねばならない。

閉じ 1923年の夏 (7月か8月)に『年少労働者学校(工場技能学校)採用規則』部)(口pa聞湖

沼pHeMaB IIIKOJIbI pa60四 XIlO瓦pOCTKOB(IIIKOJIbIやa63aBY四 J)が定められた。『採用規則』は採

用する年少者にかんして，まず第1に当該企業で就業している年少者，第2に定員削減のため
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に退職した労働者の子弟，そして最後に就業していない青少年を採用すると定めている。年齢

は14歳以上回歳未満(例外として 17歳未満)の者が該当する。普通教育程度は統一労働学校

初等科 (4年)程度を修めているものである。採用は年1回(秋)おこなわれる。採用に際して

は，入学希望者に社会階摺，年齢，生産に対する態度にかんする文書の提出を課す。採用は特

別採用委員会によっておこなう。委員会は， 1)学校長または国民教育部の代表である学校長代

理， 2)関連労働組合の地方機関の代表， 3)コムソモールの代表， 4)工場管理部の代表， 5)工場

委員会の代表によって構成される。

以上考察したように， 1922年から 1923年にかけて，工場技能学校の組織，管恕・運営にかん

する一応の基本原則が定められ，いわば「外形」が確立したので、ある。

(3) 工場技能学校の法的湾整備

1923年までに，一部基本原尉が確立したのであるが，工場技能学校の一般的任務，型を定

めたものは， 1921年2月2日にグラヴプ口フォーフソレ参与会によって裁可された『金属加工工

業工場技能教育規程』であった。この『金属加工工業工場技能教育規程』は名称からも明らか

なように「金高加工工業jを対象としたものであった。他の工業部門の工場技能学校を包括し，

それを国民経済の復興のために機能さすベく新しい法律を公布して，工場技能学校の位置づけ

を強化する必要が生じてきた。これは，工業が必要としている熟練労働者をより計画的に，合

理的に養成することを志向した結果である。そうして作成されたのが， 1925年4月7日にロ

シア共和国人民委員会議により裁可された『年少労働者学校競程~57) (DOJIO)i{eHlIe 0 IlIKOJIaX 

pa60QlIx no江pOCTKOB)である。

『年少労働者学校規程』は年少労働者学校の目的を「熟練労働力の欠員補充と工業を高い

段階に高めるのに必要な熟練労働力の養成J(第1条)と規定し年少者に以下のものを与えな

ければならないとした。 1)当該生産活動の実擦の習熟， 2)専門的知識と普通教育的知識， 3)社

会主義建設への意識的参加に必要な社会的 政治的知識と習熟。

年少労働者学校は2つの型からなるとされた。それは 1)専門的熟練労働者を養成する工

場技能学校と 2)複雑な熟練を必要としない工業部門，および雑役部門の工場に付属する学校，

である(第2条)。学校の維持に要する経費はことごとく企業が負担する(第5条)こととされ

た。教育期間は 3~4 年(第 6 条)で， 14~16 歳の年少者を採用する(第 9 条)と規定した。以

前の『金属加工工業工場技能教育規程』にはみられなかった退学，企業からの解藤が定められ

た(第 11条)。 これは教科プランをこなしえない生徒に対して適用されるのであった58)。 学校

ソビエトの設置(第 14条)は規定されていたが，学校ソピエトの決定にかんする異議申立，上

訴等は言及されていない。この『年少労働者学校規程』は同年の 7月に他の技能教育施設にも

適用されることになった向。

この f年少労働者学校規程Jは7月31日付の『決定』と共に，工場技能学校の 1920年代

前半の総括であり展望である。工場技能学校は熟練労働者の養成と確保をそのぞE務として，一

種の職業技術教育施設としての佼置を獲得して量的にも発展してゆくのである。これは国民経

済の復興のために工場技能学校が以前にも憎して，その存在意義を評価されたことを意味した。

3. 工場技能学校の教育内容

工場技能学校の最初の教科プランは， 1920年に金属労働組合中央委員会付属科学技術評議

会によって承認された金属加工工業の模範教科プラン60)である。

グラヴプロフォーブ、ルに付属して年少労働者学校部61)(OT，.n:eJI IlIKOJI pa60QlIx nO，.n:pOCTKOB) 
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が 1921年7月に発足して以来，年少労働者の教育は次第に改善されつつあった。

年少労働者学校部は， 1921年から 1922年にかけての第 1剖〔教授〕要回会期の成果とし

て年少労働者学校模範教科プランを作成し発表した。その教科プランは表-6のとおりである。

この教科プランが規定した教脊程度は，予備学年の普通教育科沼が統一労働学校初等科の

1， 2学年程度に棺応、し， 1， 2学年はそれぞれ初等科の 3，4学年， 5学年に相応している63)。

このグラヴプロブォーブ、/レとして最初の教科プランの作成を経て，より生産とのかかわり

を強くした教科プランが作成されていった。この過稼において以前の普通教育科目と職業科目

との関連が少ないとしづ状態から，普通科目との関連が少ないとしづ状態から普通教育科目は

職業的知識を内容としてもっということが意識された。その結果，磯業学校の教育過程に， 1) 

知識の科目別の分類の否定， 2)相関をもった体系の利用， 3)教材の系列的・テーマ別配列の利

用64}，を導入することになった。

これらの原理の下に 1923/24年度の第2回〔教授〕要目会期で，工場技能学校のいわゆる

核，および系列的教科プラン(表一7)が作成された。

この時期の統一労働学校の教授要おは田家学術審議会 (roCy)1.apCTBem財政戸eHbI註COBeT)

によって作成された「コンプレックス・システムJを構成原理としていた。各教科の枠をとり

はらい 「自然Jr労働Jr社会」という 3つの分野にしたがって授教要自が成り立っていた。
しかしながら，上述の金属加工工業の工場技能学校の教科プランは一見すると明らかなよ

うに「自然Jr労働Jr社会j としづ構成ではなく，それはそれぞれの「核J(群)から成り立っ
ているのである。その「核J(群)は以前の要目と同じように各科目を構成要素としており，各

科目の系統的学習が尊重されている。

1924年 12月の『全連邦労働者教育大会』は， 工場技能学校にコンプレックス教科プラン

表 6 年少労働者学校の模範教科"プラン62)

母国務と文学 5 4 3 2 2 

社会科および歴史 2 2 2 2 2 

地 現 2 2 

数学(幾何学的製図をともなった) 5 4 3 2 2 

博物学(初等) 3 4 

物理および化学 4 

人間と人間の健康保護 2 

生産にかんする学習(専門に応じて) 2 

グラブの基礎知識と製図 2 2 3 

材料工学の基礎(全部門に共通な科目) 3 

専門科目(学校の生産上の専門に応じて) 12 14 

檎習言果望書とグラブ談業 7 4 4 4 4 

言十 24 24 24 24 24 

教育一実践作業場もしくは工場における 24 24 24 24 24 作業

総 ~t 48 48 48 48 48 
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表 7 金属加工工業工場技能学校教科プラ γ65)

ρ寸品匂 年

1 2 3 4 

核 Pト 目 総時間
AナU与 鶏(半年)

1 2 3 4 5 8 7 8 

経済学および歴史 2 2 2 2 1 2 2 7 

産業主主耳在学 2 2 2 2 1 1 5 

社会科 母 関 議 4 4 3 3 2 2 2 2 11 

言十 8 8 7 7 4 4 4 4 23 

技 術 数 学 6 4 4 4 2 2 11 

物理一
技術機械学 2 2 2 5 5 8 

機械学 磁 法 4 4 4 4 8 

計 6 6 10 10 11 11 27 

t専 物 点づ担“ら 4 4 4 

材 料 学 4 4 3 2 61/2 

機 械道具 3 2 3 3 61/6 

技術学 エ 貝A 1 2 2 31/6 

加工および蒋製 1 2 3 3 51/6 

実践的課業 24 24 24 24 24 24 24 24 96 

30 30 29 29 30 30 32 32 121 

エネノレギー諭 4 4 4 

コニネルギ

3十 4 4 4 

労 働 総 織 4 2 

管環ー綴織
主主 産 緩 織 4 2 

言十 4 4 4 

総 百十 44 46 46 45 45 44 44 179 

を導入することを拒否した。そして同時に学科目専任教授制度をも抱杏し両者の折衷的な教

科プランという形態をとったのである。それはグースの科学技術局によって「部分的コンプレ

ッグスJと名づけられたものである66)。 これらの教科プランは上述の教科プランの他に鉱山学

校の教科プランの中にもみられる。たとえば以下のようになっている町。

第lの環一一社会科学(政治的基礎知識，共産党史等の複合)

第2の環--母簡語

第3の環一一自然科学(生物学・鉱物学についての知識， 有用な鉱物等についての初歩的

な知識，物理学・織物学についての知識)

第4の環一一『物理，数学(数学，物理，理論機械学， グラフの基礎知識)
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第Sの環一一組織的知識(人間社会の組織，労働の組織にかんする知識)

第6の環一一専門科目(鉱山工学，鉱山業で用いられる建築資材の学習)

以上の構成は教授された知識が常に生産に応用されるように配蕗されていることを示して

いる。たとえば，第3の自然科学の環においては当該の工業部門の学習，当該の生産の学習を

含んでいるのである。

さらに金属加工工業の教授要目は普通教育科目が当該の生産労働部門への応用という観点

からたてられている。たとえば，数学の解説は「数学と専門技術科限との間の境界をなくすた

めに課題の内容は年少労働者の実践から採用され，工場における生徒の労働の際に遭遇するで

あろう……こと念採用する J68)必要があると述べている。そして算数，代数，幾侭，三角法の

教授に際しては，年少労働者がその労働生活，家庭生活において直面するものだけをとり入れ

なければならないとし，幾何の教授は製図と緊密な関係をもち，その上にたてられなければな

らないと述べている問。

一上述の教科プランの理論教授と生産教授の比率はほぼ1対1.2である。 ところで， クルー

プスカヤは総合技術学校と職業学校との相違を総合技術学校においては，r重点が労働過程の理
解，理論と実践宏一つに総合する能力の発達，諸現象の相互依存性を理解する能力の発達にお

かれているが，他方，職業学校においては重点が生徒に労働技能を獲得させることに移ってい

るiO)こととした。 これらの教科プランや教授要目は，生徒にただき当該の労働技能を身につけ

させるばかりでなく，問時に他の知識との関連において当該の労働技能の習得をめざしている

と理解しうる。グループスカヤの指摘するような総合技術学校へ向けての接近が読みとれるの

である。

1924年の金属加工工業の工場技能学校の教授要自にもこれらのことがあらわれているこ

とを着取できる。たとえば技術学の要目では技術学の教授は当該の手職の学習を解明し，

の専門における生徒の技術学的規野をひろげ，そして同時に突践で遭遇する困難な状態の解決

を彼らに示すことを目的としている。そのために一連の専門的知識(狭しすばかりでなく，生徒

の将来の専門とは直接的には関連がうすい知識をも習得しなければならないのである。すなわ

ち金属技術学の分野の全般的知識，つまり，金属の採取，その基本的特性，その冷却・熱処理，

その他の知識をも生徒は習得しなければならないのである。

ここから，すべての生徒にとって共通に習得しなければならない一般的領域の知識と生徒

が個々に習得しなければならない専門領域の知識が教授要目を構成するということがでてく

る。以下，共通領域の裏目を記す向。この課程は 100~120 時間で最初の 2 年間で学習するとさ

れた。事項は以下の8である。

1) もっとも用いられでいる金属の基本的性格

川銑鉄，鉄，鋼鉄，赤告i司，錫， llli鉛， アノレミニウム。

合金: たとえば葉線，青銅，パピットーメタノレ，ハンダ。

鍛造:鍛造炉。

送風機構: ふいご，通第五装重量。

鉄鈷と手鍛冶工具，加熱閣の温度，nJ燃材の混合による製品の質への影響，加熱函の温度の欽と

錦への影響，鍛造の際の亀裂， f禽単な熔接，軟磁のハンダによるハンダづけ，錫メッキ0
2) 計量兵とい切断兵
長さの計器: 折り尺，イギリス尺， コンパス，水深五十，"<イクロメータ勺王子言語の計食器，やす
り， ドりノレ，カッター，刻印器，ねじ切り工具。

3) 金属加工工作機械とそれへの適応



ソ連邦における工場技能学校の発展と穀業技術教育原頭の前進 71 

旋盤，これらの工作機械の基本機構の仕組，工具の回定の方法，被加工部品の回定，):Eカ，打抜

務(打印器)の機構。

4) 規格部品

現在の機械製作における部品の規格統一の意義，一般に通用する規格部品，ボノレト，ナット，ボ

ーノレベアリング。

5) 大主主生産

現代工業における労働の分割の涼理と大量生産の意義，加工の擦の許容誤差，稜々の接合の実物

模型]。

6)鋳造業

鋳迭の材料，鋳造用の土・粘土，鋳造材料の製造のための機械，粘土こね機，鋳型の原裂とその製造。

7) 建築目的・技術目的のための木材の意義，樹幹の構造，樹幹の横断面図

木材の性質: 耐久性，強度，強力性，比主義。

8) 金属の採取

自然、と鉱石，鉱布の採取の方法，鉱石の類別，選鉱についての全般的苦言及，熔燃(鉱石の灼熱)。

燃料: 国体・流体・気体の燃料，冶金過程への燃料の準備。

炭焼きとコークス化。

溶解: 溶解の擦の化学現象。

銑鉄の鉄と鏑への加工原理。

工具用鏑。

圧延: 圧延機の機総，針金の製造，線引機械の機構，管の製造。

以上，この教授要闘は個々の専門の連関を学習させ，また現代工業の意味とも関係させて

学留させることせと意図している。金属加工工業では，機械組立工，旋盤工，フライス工，鋳工，

鋳型製造工等が就業している。金踊加工工業の工場技能学校は，これらの労働者の養成を怪務

としているが，どのような専門の労働者になるにしても金属部門一般にかかわる知識をすべて

の生徒に諜するのである。工場技能学校におけるこのような技術学の導入は，一つの狭い専門

に一生しばられることななくしまた他の専門へ移動を可能にする重要な要素で、ある。この技

術学の要包は，工場技能学校の総合技術化への方向を内包しているものであると評価しうる。

議

めたとえば，大工雪量生産高を 1913年と比絞すると次の表のようになる。

大工業生産高 (1913年=100)

1913年 1"凱9引1昨 i鮒年 i附年
100.0 位 7 I 3鈍4.5 I 2お5.8

1920年

13.8 

(木原1E1R控， ~ソ淫邦の社会主義経済J]，法律文化社， 1961年， 53ベージ。)さらに労働者数とヱ業生産高

で次のようになる。

1913年

1917年

1918年

1919年

1920年

100 

100 

(77) 

(51) 

47 

(1滝上，( )内の数字は筆者の計算)

労働者数と工業生産高

10，251 

7，003 

3，558 

1，738 

1，410 

146 

100 

(51) 

(25) 

(20) 

ノレ 伊崎

4，000 

2，698 

(1，769) 

(1，302) 

1，153 

148 

100 

停め
件8)

43 



72 教育学部紀婆第 36号

2)内戦・干渉戦をたたかうよで，十月革命持，積極的役割jを果した水兵たちは前線におくられ，グロンシ

ュタット基地には幾氏出身の水兵たちが守備についていたのである。この幾氏出身の水兵たちが反苦しな

おこした。

3)戦時共産主義というのは食糧の割当徴発制，工業の中央祭機的管主主，強常Ij的単一i自殺総会による切符鱗

配給の実施，労働総動員体総，貨幣経済より現物経済への移行と分配の均等{じな内容とする政策である

(木原lE総，前掲謬， 54ページ。)。

4)木JJii:lEi':控，開審， 59ベージ。

5) レーニン， rロシア共産党(ボ)第十回大会ム『レーニ γ全集.!I，大月護霊感，第4版，第 32巻， 208ベージ。
6)笹川儀三郎， Ii'ソビエト工業管潔史言語.!I， ミネノレヴア書房， 1972年， 163-164ページ。

7) 1921年 8月 1213の労働国防会議の決議員「大ヱ業の復興と生産の上昇発展のための諸方策についての基

本規程J，1921若手 12月 19-22日の共産党第11回全ロシア協議会の決定「経済復興にかんする党の当主主
の任務j等において，経済計算制への移行が必婆とされている(向上， 164-165ベージ。)。

8) KDCC B pe30JIIOIUillX H peweHHllx Cもe3ぷOB，KOHφepeHU;H邑 H I1JIeHyMoB Ll.K， T. 2， MOCKBa， 
1970 r.， CTp. 357. 
9) HapoぷHoeDpOCBweHHe， 1926 r.，ぬ 11，CTp. 15.ただし初等教育である。

10) HapO~HO告 DpOCBeweHHe， eìKeHe~eJIbHHK 1921 r.，ぬ 87…88，CTp. 8. 

11) )KH3Hb Pa60耳e註lllKOJIbl，1923 r.， Ng 2…3， CTp. 156. 

工場技能学校を含む企業付属の文化一教育施設の維持については 1922年 1月に r指示』が出されて
いる。

12) このすべての愛用の意味するものは，教材の配備，工具・材料・教科用参考惑の供与，教職員・生徒の

維持にかんする繁用である。

13)詳しくは後に述べるが，養成すべき熟練労働者を技能資格においてばかりでなく，普通教予言的にも，ま

た総合技術教育的にも，高度に熟練，知悉した労働者とするか否かにかんする問題である。

14) H. K. KpyI1CKall;“K C'be3~y WKOJI pa60四 X呪O.ll:POCTKOB"，De.ll:arOrnqeCK附 CO鴨問問ll，T. 4. 
CTp.68. 

15) C'be3.ll:br COBeTOB B .ll:OKyMeHTax 1917-1936; T. 1， C60pHHKぷoKyMeHToB1917-1922 r. r.， MocKBa， 

1959 r.， CTp. 221. 
1~ )KH3Hb Pa60qeu江lKOJIbl，1923 r.， Ng 1， CTp. 70. 

ソ連邦における工場技能学校の分布状況は以下のとおりである。

ロシア共和国 75.3% 

ウクライナ共和国 23.4)"0 

向ロシア共和国 0.55も

外コ{カサス遼邦共和国 0.8% 

これにより， 3/4がロシア共和国に集中していることがわかる。

17) HapO.ll:HOe DpOcBew回路e，1923 r.， Ng 1， CTp. 35.， )KH3Hb Pa60司e誼山KOJIbl，1924 r.，ぬ 1-2，CTp. 

126. 

18) KDCC B pe30JIIOU;HllX H peweHHllx Cうbe3瓦OB，KOH争記peH江日員 HI1JIeHyMoB 日K，T. 2， CTp. 482-
483. 

19) TaM }置。 CTp.485. 

20) TaM }!{e. 

21) H. XO.ll:OpOBCKHU; “K BOI1pOCy 0 cy，江b6axやa63aByQa"，HapO.ll:HOe DpOCBeweHHe， 1926 r.，泌
2， pTp. 84. 

22) しかしながら，この人民委員会議による承認は数ヵ月後にそれが実現されないことが切らかになった。

これを実現するためには，工場技能学校数を大幅に鴻加させなければならなかったが，工場技能学校の

設立に多くの費用さと必要きとしたが放に，当時の経済状況はこのことを許さなかったのである。それに

1926年2月における工場技能学校への年少労働者の包摂率は 57%という状況であった (TaMiKe.)。

23) 1923年4月に『年少労働者ト語義務教育令』が審議にかけられていた。法案によれば，主主漆tこ従事する 14

歳以上 18歳未満の年少者は学習義務を録された。この法案は結果的には笑現にいたらなかった。



ソ連邦における工場技官語学校の発肢と職業技術教育原理の前進 73 

A. 且OHHsHKOB; “立lKOJlbI中aop認可HO-3aBo.n:CKoro y可在日目可eCTBa"，Hapo江Hoef1pocBemeHse， 
1926 r.， N2 1， CTp. 95. 

24) Ce!OIIIKsH; “PaOoqee npoq>TeXHsqeCKOe Oopa30BaH混在 snpQ(tcO!03bI. (且OKJla.n:Ha BceCO!03HOM 
Cもe3.n:eno paoo司eMyOopa30BaHsぬ)"， HapO.n:HOe f1pocBemeHse， 1百25r.，.I¥品 1，CTp. 125. 

25) TaM :a<e， CTp. 125-126. 
26) TaM iKe， CTp. 126. 

27) KYHsH， )KyqKOB sφsJlbuep;“o BbmYCKHsKaX"，φaO3aByq， 1924 r.， J¥品 2-3，白p.89.
28) TaM .iKe. 

29) f1aHoB;“6po.n:H no IIIKOJlaM"，φaO3aByも 1924r.， N2 1， CTp. 69. 
30) TaM :a<e. 

31) TaM iKe. 

32) この表は以下から作成したものである o

)Ks3Hb Paooqe誼llIKOJlbI，1924 r.， N2 1-2， CTp. 126.， TaM :a<e， 1924 r.， N2 3-4， CTp. 126. ( )内

は筆者iの計算による。

33) A. BsHorpa.n:oB;“3a.lla四 1925-26yqeOHOrO ro.n:a"， )Ks3Hb Paoo羽詰llIKOJlbI， 1925 r.， .JI晶 6-7，
CTp.7. 

34) f1po中CO!03bICCCP，且oKyMeHTbIs MaTepsaJlbI B司eTbIpexTOMax， T. 2， f1pQ(tCO!03bI B nep羽O瓦

nOCTpoeHsH cOUsaJls3Ma B CCCp， OKTHOpb 1917 r.-1937 r.， MocKBa， 1963 r.， CTp・412.

そして，ロシア共和国に 506校， 34，901人，ウクライナ共和国に 264校， 19，500人であれこの丙共和国

で全体の学校数におめる割合は，約 82%，生徒数においては約 79%であった。

35) H. He可aeB;“日I五o.n:aやaop羽可HO・3aBO瓦CKoroyqeHsqeCTBa，" Ha nyTHx K HOBOH IIIKOJle， 1927 r.， 
ぬ 10，CTp. 79. 

36)口O.llpe.llaKU羽E詰 B.fQ. rsTTsca沼 P.r. JIeMoepr;φaO3aBy可-CTpyKTypas MeTO，恥IpaooTbI， 

CTp. 25. 

37)“B f1peqsCTeHCKoM HHCTsTyTεHapo.n:Horo Oopa30BaHsH"，河(s3HbPaoo可e誼llIKOJlbI， 1923 r.， 
N2 1， CTp. 67. 

3め“f1epenO.llrOTOBKanpenO.llaBaT印 eH"，)Ks3Hb Paoo羽詰llIKOJlbI.，1923 r.， N2 1， CTp. 72. 

モスクワ，ベト口グラード，ノーヴゴーロド，ヴイチェープスク， トヴェーリ，ヤロスヲーヴリ，イヴ

アノヴォヴォズネセンスク， ウヲジ…ミノレ，ニージニイーノーヴゴーロド， トゥーラ，ブワャーンス!7，

ベノレミ(もしくはヴャツトカ)，エカチェリングノレク， カザーン，サラートフ，ツァリーツイン，ユージ

ニィーウラノレ， オムスタ， !7 ~ミア等である (TaM :a<e， CTp. 73.)。

39) TaM耳ce，CTp. 72. 

40) COOpHsK .n:oKyMeHToB 1917-1973 r. r.， Hapoえ紅oeoopa3oBaHse B CCCP， MocKBa， 1974 r.， CTp. 
146. 

41) TaM iKe. 

42) たとえば，ベトログラードでは 3選問 (6fi 23日から)， ej'ャットカでは，ほぼ5週間 (7月 11臼-8月

20日)，モスクワ，エカチェリンブノレク，ヴリャーンスク，イヴーアノボーウ、オズネセンスクでは 1カ月 (7月

208-8月238)であった。そして講習会のかわりに，ヤロスラーヴリでは 10臼閣の，コストロマでは

2週間の会合がもよおされた(“KypCbIno nepenO.llrOTOBKe，" )Ks3Hb Paoo可E首llIKOJlbI，1923 r.， 

N2 2-3， CTp・149.)。

43) A. llIoxsH;“HHCTsTyT noえrOTOBKsyqsTeJle註φaO3aByqa，"況f沼3HbPaoo可e員llIKOJlbI， 1923 r.， 
N2 2-3， CTp. 140. 

44) TaM :a<e， CTp. 141. 
45) HapO.llHOe f1pocBemeHse， e双eHe瓦eJlbHsK，1922 r.， N2 95， CTp. 15…16. 対象となる教育施設は，工

場技能学校(凶KOJla3邑BO且CKoroyHeHs四 CTBa)，工場付E語学校，職業技術学校，労働者テブニクム，
夜間技術講習会，労働者のための技術講習会であった。

46) TaM :a<e， CTp. 15. 

4η )Ks3Hb Paoo田昌江lKOJlbI， 1924 r.， N2 1-2， CTp. 128. 



74 教育学部紀婆第 36号

48)φa63aBy可 BMeTaJIJIO引pOMblIllJIeHHOCTlI， MocKBa， 1924 r.， CTp. 250-253‘ 

況(1I3HbPa60可E註1lI瓦OJIbl，1923 r.， N2 2-3， CTp. 156. 

49) C60pHlIK JlOKyMeHToB 1917-1973 r. r.， HapOJlHOe 06pa30BaHlIe B CCCP， CTp. 146-150. 

50) TaM 淑巴， CTp. 134. 

51)学校ソビエトとは， Ii'統一労働学校令』において，学校自治のよ受任後Ilgとされ，その構成は， 1)全学校車lj

務長， 2)当該学区内の労働住民の代表のうちから蚤:的に学校勤務員の 1/4，3)河本の上級学年の生{ん

からなる。よその任務は， 1) 学校の F長Jì合，生 i]j~，経済活動の S :l設と計討11 のぷ認， 2)学校終段jの技脊および

管理，経済活動にかんする年間見積二子孫と報告の作成， 3)学校講11員1](学校共同体の生活の内部機迭につ

いて)案の検討と承認さ事である。

52) C60pHlIK JlOKyMeHToB 1917-1973 r. r.， HapoJl経oe06pa30BaHHe B CCCP. CTp. 148. 

53)φa63aByq B MeTaJIJIO引 pOMbIllI且eHHOCTH，CTp. 252. 

54) Ii'統一労働学校令』は第 30条において，学校ソビエトの決定に対し国民数背部代表(;ti異議申立をする

ことができるJ(C60pHlIKえoKyMeHToB1917-1973 r. r.， CTp. 136.) と定め，正主で r~異議申立は学校ソ

ビエトの決定を停止するものではないが，問題が関民教育部の審議iニ{、].されることになるJ(TaM Ae.) 
と補足している。

55)φa63aByq B MeTaJIJIO-npOMblIllJIeHHOCTII， CTp. 253. 
56) TaM Ae， CTp. 256-257. 

)K1I3Hb Pa60可efiIlIKOJIbl， 1923 r.， N2 2-3， CTp. 156 

57) C60pHlIK瓦oKyMeHToB1917-1973 r. r.， Hapo且Hoe06pa30BaHlIe B CCCP， CTp. 378-380. 

58) 退学，解雇ti，工場の評{iiti紛争処燈委員会の合意合え， また県職業教育部(およびクラヴプ口ブォーブ

ノレ)の承認をえて可能とされるのである。この退学，解j伝という条JHi人工場技能学校の体制が主主備され，

経済の復興のために，より潟圧をな技能を有する熟練労働者を養成する上で，経伎を節約する必裂がある

という観点から出されてきたように忠われる。

59) これは 1925年7月31日付日シア共f日溺人民委員会議決定 f諸人民委員ffl¥および治協i樹立合中火のJ在理

にある企業・施設に{す隠する技能学校(工場技能学校， 後楽技能学校および事務一商業技能学校)のz没

立手続きにかんして.Ji<<0 noplIえKeoprallU3aIl.UlI IlIKOJI y可eHIIQeCTBa(中a6plIQHO附3aBO且CKoro，

CeJIbCKOX03見詰CTBeHHoroU KOHTOpCKO・TOprOBoro)npll npe江口pUlITlIlIX1I Y可peA瓦eHUlIX，Haxo嶋
耳目IIJ.UXClIB BeJleHUU HapOJlHblX KOMuCcapuaToB U KoonepaTIIBHblX Il.eHTpO帥によって実施され

たのである(且upeKTUBbI BKO (6)沼 nOCTaHOBJIeHUlICOBeTCKoro npaBUTeJIbCTBa 0 H邑pOえHOM

06pa30BaHlIU， C60pHUK JlOKyMeHToB 3a 1917-1947 r. r.， BbIn. 2・員， CTp. 22…23.)。

60) 拙稿， rソ述書11における工場技能学校の発生j北海滋大学教育学部紀要，第 33号， 1979年 3月， 205ベ
ジを参照されたい。

61) この年少労働者学校部は 1921年7月5S Iこグラヴプロアォーアノレ参与会によって承ff;sされ発足した。

これを定めた法律は fグラヴプ口ブオーブノレ付潟年少労働者学校者~~見穏.Jì (OOJIOAeHUe 06 OT且eJIe

llIKOJI Pa60可路X 00瓦pOCTKOB npu fJIaBnpo!t06pe) である (BeCTHUK Opoφ.-TeXlfH可巴clwro
06pa30BaHUlI， 1921 r.， N2 11-14， CTp. 65-66.)。

62)行OJlpeJlaKIl.Ue品B.IO. fUTTHCa U P. r. JIeM6epr;φa63aBy司-CTpyKTyp在日 MeTOJlblpa60Tbl， 
CTp. 28-29. 

63) TaM Ae， CTp. 29. 

64) TaM Ae， CTp. 32. 
65) TaM Ae， CTp. 33. 
66) A.瓦OHHIIKOB;“llIKOJIbIφa6p沼望日0-3aBOJlCKOrOy弓eHIIQeCTBa，"1926 r.， N2 1， CTp. 98. 

67) TaM )宜e，CTp. 99. 
68)φa63aByQ B MeTaJIJIOnpOMblIllJIeHHOCTu， crp. 58. 
69) TaM Ae， CTp. 58-59. 

70) H. K. KpyncKalI;“o nOJIUT邑XHII3Me，"OeJlarOrUQeCKUe CO可UHeHUSI，T. 4， CTp. 197. 
71)φa63aByQ B MeTaJIJIO-npOMbIllI且eHHOCTII，CTp. 73…78. 
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11. 社会主義工業化における工場技能学校

1. 社会主義エ業化と工場技能学校に対する要請

75 

1925年には農業は 1913年の穀物総生産高8穣 100万ツェントネルロ (8，010万トン)に対し，

そのおよそ90%の7億 2，460万ツェントネノレ (7，246万トン)まで回捜した1)。そして工業生産

も1913年を 100%とすると 70〆宥強まで回復したへそのうち「金属加工工業はほぼ戦前の最

に到達したj針。さらに国民経済の復興においても，また社会主義工業の建設においても，その

重要性が認識されていた国民経済の電化および電力生産は他の部門よりも急速に復興し，増加

したへしかしながら，燃料，原料部門はいまだに他部門よりも復興が遅れていた九

以上のような国民経済の復興状況の中で，共産党は1925年 12月18日~紅白に第 14回大

会を開催した。大会決議はソ連邦を「機械や装備を輸入する閣から機械や装備を生産する聞に

転化させ，かくて資本主義的包濁の状況にあってソ連邦が再び資本主義世界経済の経済的付属

物に転化しえないように」的経済建設を実施しなければならないと述べ rソ連邦における社会
主義建設の勝利のためのたたかいl)を党の基本的任務とした。
後に「工業化の大会J8)として燈史に記されている第 14由党大会の後，その決議が述べて

いる「国の工業化」にソビエト政権は着手するのであった。社会主義工業化の実施にかんして

は「党内闘一争」という形態をとった「論争」が存在したが，結果的には重工業を優先する政策

が実被されたのである。すなわち，燃料，原料部門を発燥させ，金属加工工業，とりわけ軽工

業の発展の基礎でもある機械製作，工作機械工業と電化を発展さぜることに重点が置かれたの

である。さらに農業の集団化を実現するための前提でもある農業機械製作工業の発展も重要視

されたのである9)。

以上のような経済状況の中で，工場技能学校は社会主義工業化にむかつて新たな対応なし

てゆくのである。第 14回党大会決議は工場技能学校にかんして次のように述べている。「閣の

経済的需要と生産技能資格を高める教育への青年の熱意を考慮しながら，間盟〔コムソモー

ノレーーー筆者〕は党，労働総合，経済諸機関の援助をうけて，工場技能学校および青年に技術的

知識を与えるあらゆる種類の大衆的学校，講習会の組織のなおいっそうの発展と改善のために

あらゆる措置を実施することを義務づけられる。生産教捜そのものは普通教育，政治教育と共

に，また切り離されずにおこなわれなければならないfへ

この決議は国の社会主義建設にむかつて，労働青年が今まで以上に技能資格向上のための

教育施設，すなわち工場技能学校ばかりでなく，他の講習会等に入学し，そこで学習するよう

にコムソモールが必要な措置な実施することを義務づけたもので、ある。また，上述の教育施設

等における生産教援が生産が必要とする熟操労働者を養成するものとはなっていないという現

状11)から，生産教授の効率を高めるべく，その基礎でもある普通教育を，そして，プロレタリ

アート独裁を強化し，社会主義建設を遂行する者にとって必要な政治教育を生産教授と共に重

視したものである。

ところで，工場技能学校が工業に送り出した熟練労働者は19'25年に全連邦で2万5手人で

ある。しかしながら， 1926 年には基幹産業部門で 15~20 万人が工業にとって必要であると

されている12)。当然のことであるが，必要とされる熟練労働者を工場技能学校だけで養成す

ることが不可能であるので，工場技能学校以外の技能資格向上の教育施設を通して熟練労働者

を養成しなければならないのである。
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このこと応対応して， 1926年3月11日付の共産党中央委員会決定『労!動力の養成と教

育jJ13)(f1o江rOTOBKa1I o6y明日目epa60弓ei1ClIJIbI)が発表された。『決定』は工業に必要な熟練労

働力の養成と教育を竿めるために以下の捻置の実施を必要と認めた。

1) 熟練労働力の養成は，企業等が要求している技能資格の程度に十分に合致して実施さ

れること。

2) 労働力の養成は，生産要綱にしたがって，最高国民経済会議と経済諸機関によって計

画されること。

3) 工場技能学校は，卒業後，技能資格を 7~8 等級まで高めることができるような 6 等級

以上の程度の熟練労働者の養成をおこなうこと。この際に，工場技能学校が職長や下級技術職

員一般の養成を目的とするのではなく，意識的で教養があり，技術的に熟練した労働者だけを

養成することを目的とすること。

4) 労働力の養成は，国民教育の丹波な変種としてばかりでなく，最も重要な経済的課題

のーっとしてみなされること。それ故に，工場技能学校は普通教育科目を削減し，応用学科を

電視し必要最小限の総合技術的知識を不可欠とすること。

5) 熟練労働力の養成費会最大限減少させること。

6) 工場技能教育の俄に，短期講習会，中央労働研究所方法議習会，工場の班別・個人別

技能教育，失業者の再教育，職長・上級労働者講習会を労働力養成の形態とすること。

1)， 2)は企業が必要としている熟練労働者を無駄なく養成するために， 最高広l民経済会議

や経済諸機関の生産主要綱にしたがって養成をおこなわなければならないということを強調した

ものである。このことは rより良い熟練〔労働一一一草者〕力の養成はどういう訳か，わがl認の
生産家たちの経済計画に盛り込まれていなし、i4)がために，多くの学校では「非常に奇妙な傾
向J15)がおこっているということによって説明される。 r非常に奇妙な傾向Jとは，たとえば，
カベーリ工場付属の学校は工場にとって不必要な小鍛治工，工具製造工，組立工を養成してお

り，多くの織物工場では生徒の半数が小鍛治工，水道工夫，電気投手の見習工である，という

ような現象である向。つまり，個々の企業が生産要織に基づいて，必要な熟練労働者を養成す

るのでなく， 11陸々ばらばらに養成しているという現状の打破を必要としたのである。

3)， 4)， 5)は，労働力の養成が最も重要な経済的課題の 8つであるが故に，より短期間に技

能資格の高い労働者を養成しなければならないとしたものである。すなわち，経済に工場技能

学校をなおいっそう適応させようとしたのである。さらに養成費がかかりすぎるとしづ批判と

あいまって，教授要尽から普通教育を削減することを必要とみなしたのである。そして，これ

は工場技能学校以外の技能教育施設によっても熟練労働者の養成が可能であるという経済諸機

関等の考えと表裏一体の関保をなすものであった。

6)は工場技能学校だけでは，工業にとって必要な熟練労働者の需要を満たすことが不可

能なために，より卒くそして大量に熟練労働者を養成する教育施設をその他にも求めたので

ある。

1926 年 10 月 26 日~1l月 3 日に第四回党協議会が開催された。党協議会は第 14 国党大会

の一般的工業化政策に対しより明確に重工業種先の方針を定め，機械製作部門をできるかぎ

り発燥させることを国家機関，経済機関の任務とした。そして，党協議会はすべての党，労働

組合，経済機関が専門家の技能資格の向上に注意を払う必要があるとしたので、ある17)。

これをうけて，r工業化の実際の実現は現実の技術上の技能資格の改良および新しい熟練労
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働者カードルの養成，そして同時に労掛大衆の一般的文化水準の向上という緊急の任務を提起

している。これに関連して，工場技能学校の事業のあり方を改善し，夜間講習会網を拡大し，

個人7J1j，班7JIJの技能教育の条件を軽減しなければならない18)と協議会決議は述べている。

この F決議Jは工業化の実現のために3月の党中央委員会決定 f労働力の養成と教育』が

指摘した「工場技能学校の要尽から普通教育を削減し，要目を必要最小隈の総合技術的知識に

することj をうけて，その実施を促したものである。

以上のことから， 1926年にはロシア共和国の工場技能学校は，平均1年教育期間を短縮し

た19)。すなわち4年の学校が3年になり 3年の学校が2年になったのである。

2. 工場技能学校に対する諸批判と教育期間の短縮

(1) 経済諸機関，労働組合による工場技能学校批判

工場技能学校に対する批判は国民経済援興期の後半から，経済諸機関，労働組合によって

おこなわれはじめた。 この批判は 1924 年 12 月 15 沼 ~21 臼に開館された F全連邦労働者教育

大会』におけるセユーシキン (CelOlllKIIH)の被告の中にあらわれている。批判の要点は以下の

ようである。

1) 工場技能学校は生産に必要な熟練労働者を養成していない。

2) 工場技能学校の教授要日は理論科目を詰め込みすぎてし、る20)。

これらの批判は 1925/26年度を通じて吏に激しさを土脅し，工場技能学校のあり方を変えさ

せるまでになったのである。

批判の第1は， r工場技能学校は社会科学科目と普通教育科目とを非常に詰め込みすぎてい
るj21)ということである o すなわち，工場技能学校の教科プラン，教授要gから社会科学科目と

普通教育科目を大幅に削減し，専門科gの比重苦どi弱めることを要求しているのである。

批判の第2は， r教育期間の長さ (3~4 年)J22) にかんしてである。社会主義工業化が要求し

ている大量の熟練労働者を早期に養成する必要からおこなわれた批判である。

批判の第3は， r工場技能学校は自己の専門以外にすべてを知っている。いわゆる全般的に
発達しているが熟練していない労働者を送り出している J23)ということである。 これにかんし

ては「金属労働者には政治的基礎知識，労働組合運動，社会科学等の多くの知識をもった理論

的に発達した労!務者は必要としていなしリ24)という先の『全連邦労働者教育大会』の報告がそ

の本質を示している。つまり，基本的に社会や政治について知っている程度の準備教育を与え

ればよいとしたのである向。

批判の第4は，工場技能学校に要する費用が多すぎるということである2610

批判の第5は，工場技能学校の卒業生がコムソモール機関等の社会活動機関の書記などに

なったり，ラヴブアークに進み，工場に定着しないということである灼。

(2) 教育人民委員郊の反批判

これらの批判に対し，工場技能学校の管理機関であるグラヴプロブォーブルおよび教育人

民委員部は，それぞれについて，工場技能学校の欠陥とその原田を明らかにしつつ，反批判さと

おこなった28)。

批判の第 1については，たしかに普通教育科目が多すぎることを認めて次のように述べて

いる。「現行の工場技能教育施設の反対者たちは，わが国の工場技能教育にはかなり多くの普通

教育科目群が含まれているという点で正しい。J29)このことを認めながらも，普通教育科目の詰

め込みすぎという状態は主として教育人員委員部， グラヴプロフォーブルに責任があるのでは



78 教育学部紀要第36号

なく，工場投能学校が7年制の統一労働学校程変の準備教育をうけた年少者をたえず採用する

ことが器難であるということに婦問するとしている30)。

開題は工場技能学校に入学してくる年少者が，よい場合でも 5年の準備教育を終了してき

た者で、あり，普通は4年以下の準備教育しかうけていない年少者であったということにある31)。

このため，専門科目の基礎である普通教育科目をも大量に教科プラン，教授要自の中に含まな

ければならなかったのである。

この普通教育科目の比重を低下させるためには，実質的に工場技能学校が7年制の統一労

働学校を卒業した年少者を採用するという状態になることである。そのために f労働者地区に

7年制労働学校網を強力に発展させる」叫ことが必要とされたのである。

工場技能学校の教科プラン，教授要日を再編成するl察に r原則として工場技能教育施設か
ら……普通教育的要素，総合技術的要素，社会的要素を除くことができなし、i3)と主張してい
る。この主張は， 1920年の宋にレーニンが執筆した『総合技術教育について一一ナジェージダ

コンスタンチノーヴナのテーゼについての短評一一一』の次の指摘と共通していると考えられ

る。

「すべての人が指物工，鉄工，等々に，しかもある最低限度の普通教育と総合技術教育を付

けくわえたそれにならなければならない。i4)すなわち，狭い専門についてしか知らない労働者
ではなく， rプロレタリアート独裁を実現しうる教養ある労働者J35)を養成することを必要とみ

なしたのである。

教育人民委員部は，普通教育科目を詰め込みすぎるとし寸批判に対して，それを一定程度

認めながらも，その要国がどこにあるのかを示し，削減する場合においても必要最小限の普通

教育と総合技術教育を確保しなければならないとしたのである。

批判の第 2 の工場技能学校の教育期間 (3~4 年)にかんしては確かに長いということを認

めている。そしてその要閣を2つあげている。 r工場技能学校は普通教育科目の量を……ふや
すことを余儀なくされている }6)ことと「生産教授は今臼まで十分には合理化されていなし、J37)

ということである。この問題の解決のためには第 1の批判と同じように，工場技能学校が7

制学校の卒業者を採用することであり r生産教授， ~隻論教授の合理的方法の適用i8) をはかる

ことであるとしている。以上のように，教育期間が長いと L寸批判に対して，それが伺によっ

て規定されているのかを明らかにし，その改善の方向を示したのである。

批判の第3については，工場技能学校の卒業生はその技能資格に応じて雇用されており，

f平均して工場技能教育は 5~6 賃金等級と評価されうる労働者J39) を送り出していると反論し

ている。この論拠を 1925 年のモスクワの F鎌と槌~， IF イカール~， IF ジナモ~， IF関士』等の一連

の金属加工工場の調査資料岨)にもとめている。

1924年の卒業生 120人のうち3等級-6人， 4等級一6人， 5等級一46人， 6等級-54人，

7等級-8人であり， 3・4等級という低い等級は 12人，全体の 10%であり， 5等級以上の技能

資格を有する者が圧倒的多数であるということを資料は示している。しかしながら，熟練労働

者とみなされる 6等級以上の者は約52%であり，残りの 48%は熟練労働者の技能資格を工場

技能学校で得ることができなかったのである。

イ・ハダロープスキー (11.Xo瓦OpOBCKI酬は，この他にも例をあげ，工場技能学授が熟練労

働者養成にかんして有効であることを述べている。これらの評価の相違は，卒命後の困難な状

況の中で年少労働者のための教育施設として工場技能学校を発燥させなければならなかった教
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育人民委員部の立場と，社会主義建設に必要な熟練労働者を切望している緩済諸機関，労働組

合の立場とが反映しているものであると思われる。

批判の第4の工場技能学校に費用がかかりすぎるということにかんして， I実際に高価なも

のJ41)であることを認めている。 理論教授と実践教授に要する費用は以下の表により明らかに

なる。

義一1 工場技能学校の理論教授に婆する費用(モスクワ vニング
ラー V，ハリコフ)42)

支 t-U Jt'i 自
-c ノ、ノノ

フ : 

1.施 さ試~，えU 20.5 13.8 7.5 13.8 

2. 芸評 務 Jil. 17.7 19.1 3.0 13.6 

3. 教管職員および管耳担当局 65.2 93.8 46.3 69.3 

4. i怒籍，数料ffl参考図議，その他の購入 7.6 20.0 1.6 10.1 

5. 経瑛費，その{也 18.3 12.0 4.6 12.0 

メ仁斗i 百十 129.3 158.7 63.0 118.8 

炎…u主1923/24年度のモスクワ (7校)，レニングラード (5校)，ハリコフ (4校)，計 16校 1，920人
の調資資料である(理論教授の費用)。

袋一2 工場技能学校の理論教授に姿する費用(ソ連邦)43)

l 生徒1人に対する年間平均の学校維持費(ノレーブリ)支 主翼日i ロ

1.施設

2.事務長

3. 資;f翠および教育職員

4. 議籍，教科悶参考凶議，その他の購入

5. 経理費，その他
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表-2は 1924年度のソ連邦の平均の費用である。

収支項目
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表-4 金属加工工業の工場技能学校に姿ずる費用45)

トラストおよび企梁

国家統一機敏製作工場

v."":tltJ叩，叫「ぶム話通空1l 13ii Z什5331112-3明2354| 1837 
E窓家非鉄金属ヱ業 5，298 11 120: 2.21 1，7001 }}~，;;II 37¥2251 14.161 12.29 カリチュギンスキ

レニングヲ-l' IぷJ<l 、ヴイ
ボノレグJ 3，375 

霞家自動(工車場工場の中み央)管理局
1，842 4 

船航トラスト;バノレト苦手逃
31 船，ネブスキーJ造船， クラ 4，540 判スヌィ巡船

イジョーノレスク工場 2，943 191 

マリツェーフスク管区喜夫
ベサチーンスキー銑 釣;泣き 1，012 

つ211 国工場
(583A89)(0292899.q 3 ) 

リュジノーフスキー工場 2，7851 2“2 

)内i主内訳の総支出額に対する比率(%)，比率i土原表のまま掲裁。

表-4，表 5はそれぞれ1925年の金属加工工業，冶金工業の工場技能学校に裂する技用であるo 以

上の表…1，表-3から明らかなように生徒1人に要する費用は，漣Ji詰教授 (118.8)レーブり)と実践教授
(386.6ノレーブリ)をあわせて505.4ノレーブりである。生徒の生成する製品の売上げを差ヲIl、ても 404.9
ノレーブワであり，企業にとって近い負担となっていることを惣起させる。さらに，表一4，表 5は1年

間に生徒1人に必要な殺用が，それぞれ318.48)レーブ 1)，227.04ノレーブリであることを示している o

ところで，工場技能学校が「高{U!iJであるということにかんして，その原由が教育期間の

長さにあるとしている。そして費用削減のための教育期間の短縮は普通準輪教育の高揚，

教授の合理化によって可能であり，さらに費用の削減は企業における年少者の労傍Jの合玉虫化に

よっても条件づけられていると指摘している。工場技能学校の側は教育費削減のために， Iあら

ゆる措置l7)をとっており，漸進的に教育費の削減がすすんでいることも述べている。

批判の第5の工場技能学校の卒業生が工場に定着しないということについては，数字をあ

げて，ほとんどすべての卒業生が工場に定着していることを述べている。たとえば， 1925年の

資料によれば 41校，卒業生数 619人のうち，自分の工場に 495人，他の企業に 75人，ラヴブ

アークに5人，テブニグムに6人，軍隊に 1人，不明が 77人で、あり，生産に従事している者(所

属が明らかになっている者だけ)が92%を占めている的。この数字によっても工場技能学校の

卒業生が各々の専門をいかして就業していることが明白であり，労働総合等の批判はあたらな

いと述べている。
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(3.2) ペ'l-ミ市トラスト

17の金属学校の平均

以上の工場技能学校に対する経済諸機関，労働組合の批判と教育人民委員部の反批判は，

工場技能学校が熟練労働者の養成にとって有効であるかどうかという問題をめぐっておこなわ

れた。教脊人民委員部は普通教育の削減，教育期間の短縮が可能になるには以下の条件を整鵠

することが不可欠であると述べていた49)。

1) 個々の部門が必要とする熟練労働力の正しい算定。

2) 生産量と学校を十分知悉している準備教育をうけた教師，インストラクターの配備。

3) 生産教授，理論教授の合理化。

4) 卜分に基獲知識のある生徒の採用。

教育人民委員部の適切な指摘にもかかわらず，これらの条件が十分整わないうちに普通教

育の部減，教青期間の短縮が 1926年から実施されたのである向。

このことは 1926年の春以降，陸民経済の諸部門で展開された「節約，合理化運動J51)によ

って，より{足進されていったと考えられる。職業技術教育施設として位置づけられる工場技能

学校は，その性格上，関民経済と常に緊密に関連してきたのであるが， 1926年段轄では現確に

経済の必要性が前面に出て教育人民委員部をリードするようになったのである。しかし，この

ことは「経済が教育を従鶴させた」とか， r教育が歪曲された」とか批難されることではなく，
経済の発展に伴うだけの経験と理論を教育人民委員部が有していなかったことを示すものにほ

かならないのである。
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教育人民委員部の活動家は教育期間の平均 1 年の綬縮の後のさらなる短縮を 3~4年間は

見送らければならないと指摘している52)。新しい教科プランと教授要自の総決算をすることが

可能な時まで，教育期間の得短縮をおこなってはならないというのである。

3. 教育期間短縮後の工場技能学校と管理問題

(1) 工業の再編，合濃化と工場技能学校の再編

工場技能学校の教育期間の短縮後，工場技能学校の基礎に7年制学校を置くことの必要性

が強く主張されてきたが， 1927年の 10月段階にいたってもまだ低い程度にとどまり， やっと

r4年制初等学校の水準J53)に達したところであった。ア・ヴェ・ルナチヤールスキーは1927年

4 月 10 日 ~16 B，モスクワで開催された第 13間金ロシアソピエト大会において，この工場技

能学校の基礎に7年制学校を置きつつあるということを報告の中で述べた向。

さらに 10月16日のソ連邦中央執行委員会十月革命 10周年記念会期において，より明確に

工場技能学校が「工場7年制学校の上に建設されなければならなしづ55)ことを報告したので、あ

る。そして，第 13回全ロシアソピニE ト大会の決議においても， 10月16日のルナチヤールスキ

ーの報告においても，工場技能学校が労働力養成のための基本的な学校で、あることが強調され

ている向。

工場技能学校を通じての熟練労働力の養成事業は，上述の評価をうけるくらいに生産にお

いて大きな役割を果してきたのである。 1926/27年度のモスクワ職業教育部の資料によると，金

嵐工業部門では 468人の卒業生の 72%に相当する 336人が5等級と 6等級に技能資格委員会に

よって判定され，繊維工業では卒業生587人の 90%に相当する 528人が4等級から 6等級と判

された57)。

このように，各工業部門において平均して 5等級から 6等級，もしくは，それ以上の技能

資格の卒業生を生産に送り出すことができる程に工場技能学校は成長したのである5へさらに

学校数も増加した。以下の表(表-6，表一7)はソ連邦とロシア共和国の学校絹の増加な示して

いる。

表-6 ソ 遼 邦59) 義一7 ロシア共和閣制

1926年 1927年 ト仰6年度ト92町内
A寸u: 校 数 954 1，068 学 校 数 674 779 

主主 徒 数 90，543 107，000 ~ 徒 数 69，019 77，544 

しかしながら，このような発展を示してきた工場技能学校には問題がないわけではなかった。

以前と比較すると工場技能学校が工業において大きな役割を果すようになったのであるが，し

かしまだ工業化が直面していた課題の遂行を保障するような水準まで到達してはいなかった。

これは工場技能教育そのものの欠陥というより，経済諸機関が熟練労働力養成事業にあるべき

注意を向けていないということによって説明された。最高国民経済会議議長のクイピィシェフ

(Ky桁 blll1eB)は，熟練労働力の養成という問題が一連の経済諸機関の指導者の視野の外にあり，

「職業技術教育の諸問題に対するあるべき対応がいまだにないJ61)ことを強調したので、ある。関

様のことは， 1927年後半のウラルチ1'1の金罷工業の労働教育にかんする報告においても指摘され

ている。すなわち，ウラル外!の工場管理部がほとんど労働力養成計画をもっていないために必

要とされる労働力と養成される労働力との不一致という同様の状態が生じているということで
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ある62)。

さらに，指摘された事情から，工場技能学校の物鷲的状況も満足のゆくものでないことが

理解される。多くの場合十分設備された部屋はなく，教育作業場には18い工作機械が据えられ

ており，そこには精密な測定工具もないという状況であった向。

1926年以降， ソ連邦の工業は第1次大戦前の水準をこえ，根本的な技術革新が開始され，

一連の新しい工業生産部門(機械製作，工作機械製作，自動車製造，タービン製作，航空工業，

化学工業)が創設，発展してきた6ぺそして問時に，国の社会主義工業化を強力におしすすめる

ための五カ年計厨案も作成され，検討されてきた。五カ年計踊案の作成は， 1926年3月の第1

回全連邦ゴスプラン大会における五カ年計画の報告の時からはじまるとされている65)0 1927年

10月21B ~23 日の党中央委員会・中央統制委員会総会は， 11'閤民経済五カ年計爾作成にかんす

る指令J166)(且HpeKTHBbIllO COCTaBJIeHHIO IUlTHJIeTHerO llJIaHa HapO)l.HOrO X03HHcTBa)を採択し

た。この『指令』は 1927 年 12 月 2 日 ~19 Bの第 15由党大会に提出され，採択された。

しかし，この『指令Jは数量的な日擦をかかげるにはいたらなかったが，基本理念と方針

を示したので、あった。『指令』はまEカ年計酪の基本的課題として以下の項目をかかげた67)。

1) 労働者，農民の消費水準の上昇。

2) 国有工業の拡大再生産量。

3) 資本主義諸国よりも急速な発展テンポ。

4) 社会主義セクターの比重のたえまない上昇。

このような基本方針にもとづいて，大会後，五カ年計画の作成が急速におこなわれた。そして，

この成果が 1929年4月の第16由党協議会の決議『閤民経済発展五カ年計画にかんしてJ168)(0 

II匁THJIeTHeMllJIaHe pa3BHTH兄 HapO)l.HOrOX03冗員CTBa)である。

これらの五カ年計画案の作成，検討の過程において問題になったことは重工業の発展のテ

ンポなネップの範関内でし、かなるものにするかということであった。しかしながら，重工業の発

渓を強化しなければならないということは基本的な前提として確認されていた。そのような状

況の中で，工場技能学校の労働力養成事業における位置は，ひきつづき高まっていった。 1928年

11 月訪日 ~24 日の共産党中央委員総会は，工場技能教育を経た労!動力の養成に特別な意義を

与えながら rグラヴプロフォーブールと最高国民経済会議は，工場技能学校の活動を完成した労
働の方法を習得して熟練労働力に対する工業の要求になおいっそう適応させることを擬起J69)

したのである。

社会主義工業化の進展にともない，熟練労働力養成事業における工場技能学校の果す役割

の向上が要求された状況において，…方，工業における機械化がもたらす労働力分化の進行と

いう新しい課題に遭遇しなければならなかった。機械化の進展は，今まで労働者がおこなって

いた作業を機械が代妻子するということから，生産における労働者の作業の内容そのものを変化

させつつあったからである。すなわち，工業の合理化は，特別に熟練を必要としない労働者と

機械の総立，さらに検査，室長視等の作業をおこなう高い熟練を必要とする労働者に労働力を分

割するのである。

このような労働力の分化の傾向に照応して，それぞれの労働力をいかなる教育施設におい

て養成するのかという問題がおこってくる。ところで，年少労働者のための主要な労働力養成

総設，形態は，工場技能学校と偶人別・班別技能教育である。前者は一応法制的にも明確にな

っているが，後者は必ずしもそのようにはなってはいなかった。そして企業管理者は，工場技
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能学校に費用がかかりすぎるということをも考えつつ r製品を多く造るという点lO)で， fHjJIJ 
技能教育に多くの共感を示していた。

問題は，特別に熟練を必要としない労働者(半熟練労働者)の養成にかんしてである。 1928

if-にはいって，グラヴプロブォーブ、ル労働者教育部とコムソモール中央委員会がそれぞれ3つ

の型の工場技能学校についてのテーゼを発表した。教育人民委員部参与会によって承認された

決議案によれば，工場技能学校の型は， 1)大衆的職業の技能資格の労働者を養成する工場技能

学校， 2)中等技能資格の労働者を養成する工場技能学校， 3)高度の技能資格の労働者を養成

する工場技能学校である71)0 1)が問題となる半熟練労捕者の養成にあたるのであるが，決議

はこの養成が倒人男IJ・班5.l1J技能教育によっておこなわれることを正しくないとした7へまた，

コムソモール中央委員会は， 1)狭い生産作業をおこなう大衆的技能資格の労働者を養成する 2

年の工場技能学校， 2)高度の技能資格の労働者(組立工，閣工長，監管，検査工)を養成する

3~4 年の工場技能学校， 3) 万能型の技能資格の労働者(旋盤工，小鍛治工，等)を養成する 2~3

年の工場技能学校を提起した73)。この提起に対し，最高調民経済会議は半熟練労f勤者の養成を

1年の教育期障の倒人5.lIJ・班別技能教育によっておこなうことを提案した74)。

しかしながら，偶人別・班別技能教育の状況は，労働力の養成という点からみても，はな

はだ不満足であることを指摘しなければならない。たとえばトヴェーワの織物企業における個

人別・班5.l1J技能教育は年少労働者に必要な教育を与えていないのである。そこでは生徒は3つ

のク。ループに分けられる。第 1は，年少者が単に労働者として労働しており， 1向も教えてもら

っていないクソレープである。第2は，年少者の-t¥'i)が労働の状況に応じて技能を身につけてい

るが，教育は自由放任であり，誰も教えることをど義務とされず，また教育に対する支出がまっ

たくないク奇ループである。第3は，非常に数少ない年少者が教育のために料金を払って，熟練

労働者について働きながら学習しているグ、ループである向。

トヴェーリのような状態にすべての個人別・班5.lIJ技能教育があるというのではないが，計

画性，組織性が極めて不足していることは否めない。このような個人別・班5.lIJ技能教育が半熟

練労働者の養成に従事するといったことを，教育人民委員部やコムソモールの{隠jは許夜すべく

もなかったのである。

また，この時期は工業が必要とする熟練労働者を 2 年~3 年ではなく， 3 カ月 ~4 カ月，な

いしは6カ月で養成することが可能であり， 工場技能学校は 3 カ月 ~4 カ月に短縮されるべき

であるとし、う主張が，中央労働研究所所長のアー・カー・ガスティェブ (A.K. faCTeB)や労働組

合活動家のベーサゴー・カゼザョーフ (6.f. K03eJIeB)によって展開された時期でもある。このよ

うな主張に対し，コムソモールの活動家のアー・ベー・ショーヒン (A.n. lllOX1!H)は，アメリカと
ドイツの例をあげて，両国では学校という形態で養成をおこない，十分な支出がなされており，

それは十分な準備教育を受けていない労働者は工業に不利益をもたらすからであると述べ，と

りわけ，十分に熟練していない労働力の工業への大量の流入としづ事態をかかえているソ連邦

では工場技能学校合通じての養成の方が有効であるとして，工場技能学校の櫨位性を示したの

である76)。そして，カゼリョーフの熟練労働者の規定は， それが一つの生産一労働技能しかも

っていない労観者にすぎないと指摘し社会主義経済は生産技術を高めることができる熟練労

働者を必要としているが，カゼリョーフが規定したような労働者は， ソ連郊の工業にとって採

算があうものではないし，また，そのような労働者では工業建設もできない77)と批判した。

以上のような将来の労働者(ここでは，とりわけ半熟練労{勤者を問題としている)の養成の



ソ漆邦におけるヱ場技能学校の発渓と耳造業技術教育原理の前進 85 

あり方をめぐって，教育人民委員部，コムソモールと経済諸機関，労働組合の間で， 1928年~

1929年にかけて話合いがもたれるのである。 1928年 10月四日に，エヌ・カ・グループスカヤ名

称共産主義教育アカデミーにおいて， Ii'労働青年にとってし、かなる学校が必要か』というテーマ

で，学術討論会が催された。

この討論における重要な論点の一つは，労働青年にとって必要な学校は一定の狭い専門的

技能だけを与える専門学校か，または，$範な技術教育，理論教育，さらに全生産にかんする

十分に社会的な理解を与える総合技術学校か，ということにかんしてであった向。討論におい

て，ガスティェプは，工場技能学校に「一つの厳格に規定された作業を遂行しそれを完全に

扱える労働者19)を養成することを要求し，最高国民経済会議への工場技能学校の移管の必要

を述べた。最高国民経済会議の代表のセレブレンニコフ (Cepe6peHHHKOB)も工場技能学校が，

費用がかかりすぎ，工業の需要を満していないと指捕しガスティェフを支持したのである。

これに対し，ノレナチヤールスキーは，社会主義建設の利益は労働者の全面的教育を，労働

者を機械のみじめな付蟻物にする非常に狭い専門へむけてのある一定の訓練にとってかえる試

みにできる限りたたかうことを要求していると述べ，生産における人間は筋肉活動ではなく頭

脳活動を必要とする労働者一技師になる必要があり， そのような労働者はガスティェフが述べ

ているように3カ月か3週間かの訓練によっては養成できないと主張した。さらに彼は，現在

は工業の発展の革命期であると指摘し，多くの工業部門が釘の前ですたれ，新しい工業部門が

誕生しており，このような状況下にあって労働者は， しばしば自己の職種をかえなければなら

ず，労働者は総合技術教育をうけなければならない。さもないと労働者は失業の被害者になる

と述べた。

また，コムソモールの代表も総合技術学校が必要であるとし寸立場に立ち， rわれわれの工
場に新しい機械がしばしば到着する。工場で 10 年~15 年1動いている成人労働者はそれらを十

分に習得することができないが，われわれの工場技能学校生はすぐにあらゆる改良を習得する。

労働青年には総合技術学校が必要で、ある」舶)と主張した。

けっきょく，教育人民委員部，コムソモールの代表の側と最高国民経済会議，中央労働研

究所の代表の側は，意見において一致をみなかったので、ある。

その後， 1929年2月28日， ソ連邦ゴスプランにおける労働力養成全連邦会議が開催され，

エス・カ、イシノヴィッチ (C.faikHHOBlI'I)は，結びの演説で，ガスティェフと最高田氏経済会議

の主張を「必要な技術的基礎知識と教養をおさめていない労働者はよくないということを忘れ

て，純粋に経済的自擦を突現しようと努めているJ81)ものであると批判し，労働青年の広範な教

育を必要なこととしている教育人民委員部とコムソモール中央委員会の主張を「そこには，労

働者贈級の利益の確認があるJ82)として評翻した。

これにみられるように，工業の再編，合理化が結果としてひきおこす半熟練労働者の増加

とL、う現象に対応してそれらの労働者の養成のあり方を想定してみた場合，一定の普通教育，

そして総合技術教育が必要であるという結論に帰着するのである。そして，このことは現実の

問題として， 大衆的職業の半熟練労{勤者の養成には， ガスティェブが主張していた 3~4 カ月

の講習会でも，最高国民経済会議と全連邦労働組合中央会議が提案していた個人別・鉦別技

能教育でもなくお)，大衆的職業工場技能学校制)(山KOJIaφa6pu四O幽3aBO~CKoro YQeHHqeCTBa 

MaCCOBblX IIpOやecc凶)という工場技能学校のー形態がその任にあたるということをとおして具

体化していったのである。
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この教育施設は， 1929 年 9 月 28 日の『大衆的職業工場技能学校規程~85) (ITOJIO)j{eHlIe 0 

lliKOJIeφa6plI'IHO幽3aBO~CKoro yqeHH可eCTBaMaCCOBbJX npoφecc院長)によって法制的承認を獲得

したのである。 f規程』によれば，大衆的職業工場技能学校は，多方面の実践的技能を必要とし

ない作業の労働のための，社会的，文化的，技術的にも発達した労働者を年少者の中から養成

することをお的とし，当該の生産の基本的生産過程を熟知させる上で必要な一般および専門の

生産技術教育と専門の作業のための適当な生産量的技能を生徒に与えるとされている。標準的な

教育期間は2年であり，入学に際しては統一労働学校4年以上の普通教育を必要とした。

以上，考察してきたように， 1929年は，労働力養成事業における一つの画期として位置づ

けることが可能な原理的前進がみられた時期で、ある。また，このことは，一連の織業教育施設

が経済諸機関に移管されるということにかかわる問題を分析することによっても確認すること

ができるのである。

(2) 最高国民経済会議への工場技能学校の移管

経済諸機関に工場技能学校を移管すべきであるという主張は， 1925 年~1926 年頃から経

済諸機関の側から唱えられてきた。 1927年9月に開催された職業技術教育問題第1回全連邦

協議会は，工場技能学校の教育人民委員部から最高鴎民経済会議への移管を提案した86)。 この

開題にかんしては，教育人民委員部と経済諸機関の側に対立があった。つまり，教育人民委員

部の側は工場技能学校を自己の管轄下に置くことを主張し，経済諸機関は工場技能学校が企業

の費用によって維持され，企業のー構成部分となっていることから移管がのぞましいと主張し

たのである。

1927年春の連邦共和国教育人民委員部評議会における報告で， イ・ハダローフスキー(礼

Xo瓦OpOBCK自殺)は，工場技能学校の最高国民経済会議への移管に断掴として反対した。 彼の移

管の反対理由は2つから成っていた87)。

第1は，各共和国の最高国民経済会議と連邦の最高国民経済会議との間では分担が明確で

あり，繊維，金属，鉱山，化学工業の管理は連邦の最高国民経済会議に属していたので，もし

移管されれば，これらの工場技能学校も連邦の最高国民経済会議の職業教育部が管理をおこな

うことになり，そのことによって各共和留の最高関民経済会議はただの伝達機関になり，指令

一つ発することができなくなるということである。

第2は，移管によって労働青年の鞠治と習11育に益することが，まったく提起されなくなる

であろうということである。つまり，連邦教育人民委員部が存在しない当時では，労働青年の

淘治と首il育について考癒する機関がないという認識からであった。
ベー・マコーフスキー (0.MaKOBCKHII)は，移管が可能な時は工場技能学校が自己のすべて

の活動を年少者の一定の狭い教育にとどめるか，または一定の狭い作業にとどめるような教授

要闘をもっ時であると述べている88)。工場技能学校は，かなり広い教授要闘をもっており r一
定の専門の教育の他に，この学校は年少者に一定の言il育を与えJ89)ている。それなのに何故，最

高国民経済会議に移管しなければならないのかとも述べている。

これらの批判の要点は，移管をおこなうと年少労働者の全面的発達に必要な教育が組織さ

れなくなり，けっきょく企業の利援を年少労働者の発達に犠先させることになり，年少労働者

の発達を担外することになるということである。それに対して，経済諸機関の側は工場技能学

校の全般的管理は自分たちの側でおこなうが，教育の全般的な方法論的指導は教育人民委員部

に残されると主張したのである。
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この移管にかんして，グループスカヤは 1928年の秋に危機意識をもって次のように述べて

いる。 fドガドフ同志の委員会は，工場技能学校を，その『合理化Jを目的として最高国民経済

会議へ移管する問題を審議中である。ところで，この『合理化』とは，なんと工場技能学校か

らポリテブニズムのあらゆる精神を排除すること，と解説されるのである。……すべてを未来に

託している青年たちにとって，このような f合理化』に平然としてはいられまい。J90)このよう

なクループスカヤの危供は， (1)で考察したようにポヲテブニズムが排除されることなくむしろ

ポリテフユズムの必要性の強調をともなって移管が実施されるのである。

工場技能学校のソ連邦最高国民経済会議とその諸機関への移管は， 1929年3月初日付のソ

連邦人民委員会議決定によって実現した。移管にあたってのクループスカヤをはじめとする教

育人民委員部の活動家の危倶を考慮に入れて， w工場技能学校にかんする人民委員会議決定』

(DOCTaHOBJIeHlIe COBeTa Hapo江HbIXKOMlICCapOB 0 II1KOJIaXやa6plIQHO・3aBO瓦CKoroYQeHlIQeCTBa) 

は，上述の改革の実施に際して，一定の生産的専門に対する年少労働者の養成という重要な任

務を果す時，工場技能学校がそれとともに生徒に総合技術的知識と投能の必要な基礎を与える

ことは保障されなければならなし、ll)と規定し，ポリテフニズムの問題に特別の配躍を示した

のである。そして，教育の全般的指導は教育人民委員部の諸機関に残された。

移管にかんして，人民委員会議は，なによりも工業の要求と労働カ養成事業の最大限の一

致を考慮に入れていたのであり92)，このことにより労働力養成事業における合理化，強化と学

校の物質的日財政的基礎がより強固になる可能性がひらけたので、ある93)。

4. 工場技能学校の教育内容

1926年から 1927年にかけての平均 1年の工場技能学校の教育期間の短縮後の教科プラン

は以下(表-8)のとおりである。

表-8 金属加工工業工場技能学校教科プラン94)

文学と関連したロシア諒 4 2 2 288 

数 ρサu.ゐ 6 3 1 360 

社会科学 2 4 2 288 

3延 図 5 2 252 

機 械 戸す込dゐ与 3 3 2 288 

曜売業衛生 2 72 

8 
材料学および技術学 4 4 (専門の仕事) 576 

と共に

関民経済と生産の組織 1 36 

理論教援の合計 24 20 16 2，160 

生産教援 24 29 24 (32，J67524 ) 

総 百十 48 49 40 (45，，98314 2) 

)内は筆者の計算による
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この教科プランを 1924年に作成されたi司じ金属加工工業の工場技能学校の教科プランと

比較すると，科目数，時間数が減少していることがわかる。これは，普通教育科目の詰め込み

すぎと費用がかかりすぎるという批判にこたえた結果であるといえるが，その他に，入学者の

教育程度が向上してきたということにも裏づけられている。

復興期においては，工場技能学校に入学してくる年少者は，統一労働学校初等科の 4年以

下の教育しかうけていないものがほとんどであったが， 1927年， 1928年には5，6年の教育を

うけているものが過半数という状態になったのである。これは次の資料(表-9)から明らかに

なる。

この表は，ロシア共和国の 210校の入学資料の一部である。 1926/27年度の 5年以上の教育

をうけたものは， 61.3%， 1927/28年度は71.3%である。これらの数字からみても，工場技能学

校の普通準備教育程度が4年以下の教育程度のものを含みながらも，漸進的に向上しているこ

とが確認できる。

3年から 2年に短縮された繊維工業の教科プランを次(表-10)に示す。

以上の2つの教科プランの理論教授の生産教援との比率は， 3年制では 1:1.3で、あり， 2年

制では 1:0.92である。この教育期間短縮後の教科プランにおいても，理論教授と生産教授との

比率は短縮前とほぼ向率である。それだけ理論教授が重視され，技能の習得だけ左目的としな

表-9 工場技能学校入学者の教育程度(ロシア共和国)95)

年度

1925/26 

1926/27 

1927/28 

学年

表-10 繊維工業工場技能学校教科プラン96)

主士会科学 2 4 

f手 宮司 戸肩"百や 4 2 

技術数学 6 2 

技術物理 4 2 

グラブの基礎知識 2 2 

繊維潔材の一般技術学 2 2 

生産技術学，生援の綴織と計算 2 4 

理主業衛生と安全技術 2 

生産量実験2震における作業 2 4 

体 育 2 2 

理論教授の合計 26 26 

5主主主教授 24 24 

総 50 50 

教育なうけ
ていない

216 

216 

288 

216 

144 

144 

216 

72 

216 

144 

1，872 

1，728 

3，600 
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いで，広い教養をもった労働者を養成することがめざされていたのである。

詮

1)上向 武， Ii'ソピエト経済史序説J]，青木議庖， 1977年， 60ベージ， 66ベージ。幾業の復興過程は以下の

とおりである。

1913年 1921年 1924年 1925年

総、播震君臨穣 (100万ヘクタ 105.0 90.3 98.1 104.3 

うち小変( λF 31.6 23.5 22.0 24.9 

約 花 (100万ヘクタ 688.0 99.1 447.4 591.0 

てんざい (100万ヘクターノレ) 648.7 220.9 379.2 533.8 

殺物総1:f，長潟 (100 万ツェントンネノ~) 801.0 514.0 724.6 

(1司， 66ベージ。) [COU;l1aJJ双CTI1可eCKoeCTpOI1TeJJbCTBO CCCp， CTaTI1CTI1QeCKI1誼

elKerO，llHI1K， UYHXY rOCnJJaH.a CCCP， 1934 r.， CTp. 4.J 

2) このことは以下の去において玉沢される (1913年の水準を 100とする)。

1921年 四誕生手 1925年 1926年

~ 工 芸長

うち大工業

31 

21 

45 

46 

3

5

 

ゥ
，
門
，
d

98 

108 

(同， 76ページ。)(CoBeTcKoe Hapo且HoeX03a買益CTBOB 1921-1925 

rr.， 113且.AH. CCCP MocKBa， 1960 r.， CTp. 226.J 

3) AKa，lleM祝日 H註yKCCCP， "BonpocbI 11CTOpl1認 HapO，llHOrOX03H註CTBaCCCP"， MocKBa， 1957 r.， 

CTp. 529. 

4) プローベノレ著，茂木宏治訳， Ii'ソ連邦議工主義史』新読議社， 1955年， 47-48ベージ。さらに復興期の増加

状況については以下の去によって明らかになる。

ソ連邦の発電所における i&t力量と穏力生産高の増加動態

ま手 度
会発泡所の総容量 発電所における電力生産

ト時)

1913 1，098 1，945 

1921 1，228 520 

1922 1，247 775 

1923 1，279 1，146 

1924 1，308 1，562 

1925 1，397 2，925 

1926 1，586 3，508 

(AIW且eMI1HHayK CCCp，“OQepKI1 no I1CTOpl111 HapO，llHOrO XO・
3H註CTBaCCCP，" MocKBa， 1959 r.， CTp. 117.) 

5)石炭の採掘蚤:土 1913年の 2，911J5 7千トンに対し， 1924/25年度で 1，652万トン， 1925/26年度でも 2，577

万トンであり， 1913年を上まわったのが 1926/27年度の 322775トンであった (TaMlKe， CTp. 168.)。す

なわち， 1913年な 100%とすると， 1924/25年度で 57%，1925/26年度で 88%であった。

石irlJの採繍玉置は 1913年の 923754千トンに対し， 1924/25年度で 6987J 5チ9i牙トン， 1925/26年度で
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824万6千トンであった (TaM双 e，CTp. 180')0 1913年度比で， 73% (1924/25年度)， 8970 (1925/26年

度)である。

銑鉄の生産は， 1913年の 421756千トンに対L，1925年で 130万9千トン (31%)，1926年で 220万

3千トン (52%)であった (TaMiKe， CTp. 95.)。鋼鉄の生産は， 1913年の 4237i1千 iンに対L，1925 

年で 186万 8千トン (44%)，1926年で 291万 1千トン(印%)であった (TaMiK告.)。

6) KDCC B pe30JIね[(HllXH peweH羽虫XCもe3瓦OB，KOH!tepe行日目説話 nJIeぉyMOB UK， T. 3， MocKBa， 

1970 r.， CTp. 245. 
7) TaM iKe， CTp. 246. 

8) I1CTOpHll KOMMyHHCT認可eCKO晶DapTMHCOBeTcKoro COlO3a (113.1¥. BTOpOe， .1¥OnO四日間oe)，MOCKBa， 

1962r.， CTp・394.

9) 差是業機械，宅託気機械，発浴のための機械の製作i土砂:のとおりである (1913年を 100とした場合)。

1920年 1925年 1926年 1928年

幾多量機械製作(トラクタ 製作を食む) 4 131.0 182 293 

ボイラー製作
29 
(1宮21年) 116 133 310 

タービン製作 275 490 576 

電気機械製作 7 84 115 210 

(AKa.1¥eMHll HayK CCCP，“BonpOCbI I1cTopHH HapO.1¥HOrO X0311晶CTBaCCCP，" 
CTp. 530.) 

10) KDCC B pe30JIω[(HllX H peweHHllx Cワbe3えOB，KOHttepeH民阻註 HnJIeHyMo詔 UK，T. 3， CTp. 291. 

11) 1925年において， 職業教育の教授法ーは作成， 検討されてはおらず. 教j愛一学習はしばしばクスターリ

的;方万法， 紫熟L視することによつておこなわれているというt議ヨ及がある (11.XO.1¥OpOBむK諸註，“ll1KOJIb邸I 

φa6pH削芭可IHO-潤 BO.1¥CKOrOy可eH路司明巴CTBa"，Ha叩PO.1¥f討weDpocBel峨I筏leHI隠ie，1926 r.， N2 1， CTP， 95.)。

12) 11. XO.1¥OPOBCKHH; “K Bonpocy 0 cY.1¥b6ax tta63墨田y羽"， HapO.1¥HOe DpOCBemeHHe， 1926 r.， N2 

2， CTp. 84-85. 

13) Hapo瓦沼oeDpOCB芭meHHe，1926 r.， Ng 4-5， CTp. 204-205. 

14) POCTOBCK班員; “OCHOBHble He.1¥OCTaTKH B npOH3BO.1¥CTBeHHoM 06y可eHHH"，φa63aBy可， 1924 r.， 

泌 1，CTp. 38. 

15) TaM iKe， CTp. 39. 

16) TaM iKe. 

17) KDCC B pe30JIω[(H毘XH peweHHllx Cもe3ぷOB，KOHttepeH[(H註沼 nJIeHyMoBUK， T. 3， CTp. 376. 

18) TaM iKe， CTp. 381. 

19) OJIbra AHHKCT;“OCHOBHble 3a瓦aq狙 pa60可eroH HH3wero npo中06pa30BaHHllB 1926/27 yqe-
6HOMy ro.1¥y九日apO.1¥HOeDpOCBemeHHe， 1926 r.， N2 12， CTp. 63. 

20) CelOwKHH;“Pa60司eerrpoφTeXHHqeCKO巴06pa30BaHHeH rrpoゆC0103bl.(瓦OKJIa江HaBCeCOlO3HoM 
C'be3瓦erro pa60qeMY 06pa30BaH泊10)九日apO.1¥HOeDpOCBemeHHe， 1925 r.， N2 1， CTp. 126. 

21) I1. XO.1¥OpOBCKH晶;“KBorrpocy 0 cY.1¥b6ax中a63aByqa"，CTp. 85. 
22) TaM加ce，CTp. 86. 
23) TaM iKe. 

24) CelOwKHH;“Pa60可eerrpoφTeXHHQeCKOe 06pa30日aHHeH rrpo中COI03bl"，CTp. 126. 

25) TaM双e.

26) A. B沼HOrpa.1¥OB; 3a.1¥a鴨 1925-26YQe6HOrO ro.1¥a"， )!{別HbPa60Qe註ll1KOJIbl，1925 r.， N2 6-7， 

CTp.5. 

27) 11. XoぇOpOBCK羽詰;“K Borrpocy 0 cyぇb6axtta63aBy百a"，CTp. 87. 
28) 19::!6年以降，中央労働研究所および労働総合の側から，熱線労働者は 3-6ヵ月で獲成することが可能で

あり，工場技能学校はその熟練労働者を養成することを任務としなければならないということが主張さ
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れた。これに対して熟練労働者のあり方をめぐって教育人民委員部とコムソモーノレの側から批判がおこ

なわれた。この問題については， 3-(1)で扱う。

2勿均9幼)I1.XO 江，llOpOBCK悶H首ti;

u出lKO侃JU机dι，19担25肘r.，./1鳩晶 5， CTp. 11. 
30) 11. Xo且OpOBCK班員; “K Bonpocy 0 CY，llbO回 φaO3aBy可a"，CTp. 85. 
31) TaM )Ke. 

32)比 XO，llOpOBCKll位;“lle誼CTBllTe，llbHO~ll CllCTeMa中aO3aByqaOÕaHKpOTll~aCb ?七 CTp.11. 

33) 11. XO，llOPOBCKllH;“K Bonpocy 0 cy瓦boaxφaO3aByqa，"CTp. 85. 
34) r総合技術教育についてーナジェージダ・コンスタンチノーヴナのテーゼについての短苦手…J，Ii'レーニン
全集J]，第 36巻， 632ベージ。

35) 11. Xo丘OpOBCK浪曲;“K Bonpocy 0 cy，llbOaxφaO3aBy喧a"，CTp. 86. 
36) TaM )Ke. 

37) TaM )Ke. 

38) O~bra AHllKCT， '‘o nO，llfOTOBKe KBa~ll(þHl.\llpoBaHHo詰 paÕoqe詰 CllJIbI"， HapO，llHOe npOCBemeHlle， 

1926 r.， N2 4-5. CTp. 201. 

39) 11. XO，llOpOBCK班員; “K Bonpocy 0 cy，llbOaXφaO3昆By'la"，CTp. 86. 
40) 11. XoぇOpOBCKll註;“且e詰CTBllTe~bHO ~滋 CllCTeMa 今aÕ3aBy可a oõaHKpoTll~acb 1"， CTp. 10. 

41) 11. XoぇOpOBCKll詰 KBonpocy 0 cy瓦boaxゆaO3aByQa"，CTp. 87. 
42) BJI. 3時間B;“oCTOllMOCTHφAB3ABYLIA"， )K岡市 Paõo司拍IlIKO~bI， 1924 r.，ぬ 3-4，CTp. 72. 

43) TaM )Ke， CTp. 74. 

44) TaM )Ke. 

45) AJI. Be詰JIHH;“K Bonpocy OO ypery~HpoBaHHH MaTepHa~bHo誼 6a3bI pa60司ero06pa3oBa日現百九

)KH3Hb Pa60Qei1 IlIKO~bI， 1925 r.， N2 4， CTp. 6. 

46) TaM )Ke， CTp. 7. 

47) 11. XO，llOpOBCKI昔話;“K Bonpocy 0 cy，llbOaX φa63aBy'la"， CTp. 88. 
48) TaM )Ke， CTp. 87. また，労働人民委員部の資料が卒業生の 95%が専門にしたがって生産に従来してい

ることを示していると指摘している。

49) OJIbra AHHKCT;“o nO，llrOTOBKe KBaJIHやm.¥HpOBaH践0註paOO'le註C滋JIbI"， CTp. 201. 
50)普通教育の削減にかんしては， 1926年 3Jj 11臼付共産党(ボ)中央委員会決定『労働力の養成と教育』

によって実施が必裂とされた。教育期間の短縮は 1926年の後半から実施されていった。しかしながら，

3-(1)でみるように 1926年度は工場技能学校がその本来の任務である熟練労働者の養成において大きな

実綴をあげ始めた年度として位綬づけられる。

51) 1926年のはじめからおこなわれる「節約，合理化運動」は，商品飢鐙，インフレ現象を工業製品{郎格の

引きでげによって克服するために，その際織を引き下げることをき当面の目的としたものであった(上島

武， Ii'ソピニ払ト経済史序説J]， 130ベージ。)。その「節約，合理化J政策は，教育にも影響を与えざるな得な

かった。地方によっては段低限必婆な工場技能学校の費用をも削減するという否定的な事態をひきおこ

したのである (OJIbraAHllCT;“OCHOBHbIe 3a江間活 paoo司巴ro狙 H沼3IIleronpoφoopa30BaHH!l. B 

1926/27 YQeo紅OMyroぇy"，CTp. 63.)。
52) O~bra AHllKCT ;“OCHOBHbI日3a江昌司Hpaoo可eroH H狂3IIleronpoφoopa30BaHHlI B 1926/27 YQe6HoMY 
ro且y"，CTp. 63. 

53) H. He可証eB; “IlIKo~aφa6pH可HO-3aBO且CKoro y可eHllQeCTBa"，Ha nyTlIx K HOBO員lUKo~e， 1927 

r.， J¥品 10，CTp. 80. 
54) ノレナチヤーノレスキーは報告の中で， rわれわれは，今13，工場地区や都市の適当な場所に特別な工場7
年IIliJ学校を設Eますることに努めているj と述べている(“COCTOlIHHeHapO瓦HoronpOCBeme阿波1IB 

PCφCP"， HapoえHoenpOcBemeHlle， 1927 r.， NQ 5， CTp. 15.)。

55) AK昌江eM沼1I neぇarOfllQeCKHXHayK PCφCP， A. B. JIyHaQapCK諸島 o HapO，llHOM 06pa30BaHHH， 
MOCKBa， 1958 r.， CTp. 391. 

56)第 13回大会決議は，工場技能学校な熟練労働力養成の基本的形態、の一つであることを認め，教育人民委

良部と殺高劉民経済会議が工場技能学校の組織等のなおいっそうの改警に注3誌を払うことを必要なこと
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とした(“XIIIBCepOCCll詰CKllUC'be3Jt COBeTOB 06 o6meM COCTOllHllll HapoJtHoro npocnemcllH耳

B PCφCP"， Hapo.n:Hoe npOcBemeflll巴， 1927 r.， NQ 6， CTp. 11.)。

57) B. MaKoBcKllu;“PaUHOHaJIH3aUllll npOMbIIlIJIeHHOCTH討中a6pHqHO叩 BO且CKoeYQeflllqeCTBO"， 
HapOJtHoe口pOCBemeHHe，1927 r.，泌 11-12.CTp. 145-146. 

58) 1925/26年度で，繊維工業の工Jお技能令吋肢は 5 殺と 6キ級の労働すjと辺り U¥L，化学エネ(&')工場H:iJli ，子

校は 6等級と 7"李殺のラi働者会主f送りだした。
59) H. He明日B; “IlIKO♂a<j>a6pHQHO合 aBOぷCKoroy可eHH可eCTBa"，CTp. 79“ 

60) 11. Bor .n:aHOB ;“Pa3BHTHe ceTH KyJIbTypHO司npOCB邑THTeJIbHblXYQpe)f{.n:eHH詰 BPCφCP B noひ
みepeBOJIIOUHOHHHblt'IrrepHO.ll"， HapO.llHOe TlpocBe江~eHHe， 1927 r.， NQ 10， CTp. 47. 

61) B. MaKoBcKH白;“PaUHOHa.1l113aUHllnpoMblw♂eHHOCTH Jlや註6pH弓HO-3aBo.n:CKoey可em何日CTBO"，
CTp. 146. 

62) “Pa60可ee06pa30BaH路eYpaJIbCKoti 06.71aCTH"， iKH3Hb Pa60可eiiIlIKOJIbI， 1928 r.， Nも1，CTp. 50 

63) TaM )在日， CTp. 51. 

64) KOMMyH波CTHQ巴CKaHrrapTH毘 COBeTCKoroCOI03a B p巴30JIIOUHHXH peweHHHx Cも巴3.ll0B，KO討中e-

peHUH詰IInJIeHyMoB UK， T. 4， CTp. 16 
65) 上島 武， 11ソビエト経済史序説jJ， 150へーン G このコスプランの計画の他に絞tlil司氏経済会議幹部会

月号腐の OCBOK(Oco6oe COBeIl1aHIfC rro BocrrpoH3BoえCTByOCHOBHoro !WrrHTaJIa npoMblw♂P 

HHOCTH) ((工業関定資本再生隊問題特別協議会》計闘があった。

66) KTlCC B pe30JIIOUHllX H pewe目録HXCもe3えOB，KOH中epeHUH白HrrJIellyMoB日K，T. 3， CTp. 504← 523. 
67) 上品 語、， 11ソピェ i経済史序説jJ， 155ベーシ。

68) KTlCC B pe30JIぬUHllXH peweH滋llXC'be3JlOB， KOHφepeHUH品HnJIeHyMoB UK， T. 4. CTp. 207-222. 

69) TaM )f{e， CTp. 141. 

70) 11. Y JIbllHOB ;“nyTH y JleweBJIeHH毘 rrOJlrOTOBKHKBa.71HやllUHpOBaHHOIIpa60弓etiCHJIbI"，況(1l3Hb
Pa60Qe註IlIKOJIbI，1928 r.， Jも 1，CTp. 16 

71)官邸nHCKaH3 npOTOKOJIa地 8/413ace瓦aHH耳日pe3H.llHyMa!W♂JIerH沼 HapKOMnpocaOT 21φ巴BpaJllI

1928 ro.n:a'二米間HbPa60四員立lKOJIbI，1928 r.， N2 3， CTp. 72降

72) TaM )f{e. 

73)“BOCnHTaHHe KaJlpoB. (K llToraM VIII c'e3.n:a BJIKCM)"，況(H3HbPa60可e詰IlIKOJIbI，1928 r.， Nむ

5， CTp. 10. 

74) TaM )f{e， CTp. 9. 

75) Tl. A. ApceHbeB ;“MO)f{HO JIH COrJIaCHTbCll C x030praHaMH no Bonpocy 0 WKOJIaXφ3Y"，況(H3Hb

Pa60可eiiWKO且bI，1928 r.， NQ 5， CTp. 13. 

76) A.口.IlIoxHH; B 60pb6邑 3ano再認TeXHH可eCKyloWKOJIY， MOcKBa， JIeHHHrpaJl， 1931 r.， CTp. 113 

115. 

77) TaM )f{e， CTp. 110. 
78) “KaKall WKO且aHy)琵Hapa60可巴誼 MOJIo.n:e)f{H"，Ha nyTllx K HOBO員WKO且e，1928 r.，ぬ 10-11， CTp 

129. 

79) TaM泌 e，CTp. 130. 
80) TaM )f{e， CTp. 132. 

81) C. ra員CHHOBH可;“HapKOMnpoc，BCHX沼 UI1T 0 nOJIHTeXHH3Me"， Ha nyTllx K HOBO白WKOJIe，

1929 r.， N2 3， CTp. 48. 
82) TaM淑e，CTp. 48-49. 
83)“φa63aByQ MaCCOBbIX npo<j>ecc拍"， )KH3Hb Pa60明白IlIKOJIbI，1929 r.，ぬ 1，CTp. 2. 

84) この大衆的職業工場技能学校は，はじめ大衆的戦楽技能学校(rUKOJIay明日HQeCTBaMaCCOBbIX 

rrpoφeCCH員)という名称で捻事長されたが，内宅手の2去本はかわっておら子，ひきつがれている。

(“φa63aBy可MaCCOBbIXrrpoφeCCH設，"CTp. 3.，“TlepecMoTp CHCTeMbI rrpo<j>TexHH可eCKoro06y可eHHJ('，

)KH3Hb Pa60可e員立lKOJIbl，1929 r.，NQ 1， CTp. 74.) 

85) 況C読3HbPa60可巴詰IlIKO且bl，1929 r.， N2 7， CTp. 25ω27. 

86) A. H. BeCeJIOB; TlpoφeCCHOHaJIbHO♂eXHHQeCKOe 06pa3oBaHHe B CCCP， CTp. 213. 
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87) 11. Xo且OpOBCK羽員; “0 φopMax yB1I3KH MeAぇy HapKOMnpOCaMH pa60TbI no nJIaHHpOBaHHIO 

npo~o6pa30BaHHlI 0詔3aHMOOTHOllI己HHlIHapKOMnpOCOB OT~告JIbHbIX pecny6JIHK C X031I詰CTBeH-

HbIMH OpraHaMH"， HapO~HOe ITpoCBeIl¥eHHe， 1927 r.， N2 6， CTp. 30. 

88) B. MaKOBcKH註;“Pal¥HOHaJIH3al¥llnpOMbIllIJIeHHOCTH況やa6pHQHO・3aBO，l(CKOey可eHHQeCTBO"，
HapO~Hoe ITpOCB巴Il¥e紅白e，1928 r.，ぬ 1，CTp. 113. 

89) TaM Ae. 

90) H. K. KpyncKalI; “K Bonpocy 0 no~rOTOBKe pa60可e註 CHJIbI"， 日e瓦aror滋可eCKHeCO可HHeHHlI，
T. 4， CTp. 182. 

91) )KH3Hb Pa60Qeti lllKOJIbI， 1929 r.，持久 CTp.81. 

92) C. fa註CHHOBH可;“Pa60可eeo6pa3oBaHH巴 H HOBble φOpMbI pyKOBOぷCTBa'二万¥H3HbPa60可e員
lllKOJIbI， 1929 r.， N2 6， CTp. 3. 

93) 1928年の共E主党中央委員会7月総会l主新しい専門家の養成をはやめ，工業の利益に技術教育を滋合させ

る経験を蓄穣するために 6つの高等教育機関と 5つのテブニクムを段高樹氏経済会議に移管し 2つ

の高等技術教脊機関を交通人民委員部に移管することを勧告した CM.P.キム審議，中西治訳， [f'ソヴェ
ト・インテリゲンチャー形成と成長の歴史 (1917年-1965年)J1，東京語1j7f;社， 1972年， 127ベージ参照〕。

工場技能学校の移管も，このようなものの一環として実施にいたったと考えられる。

94) A. H. BeCeJIOB 、 ITpo~ecCHOHaJIbHO・TeXHI刊eCKoe 06pa3oBaHHe B CCCp， CTp. 230-231. 

95) B. MaKoBcKHti;“KJIHeHTypaφa63aByQa"， Hapo~Hoe ITpoCBeIl¥eHHe， 1928 r.， NQ 4， CTp. 115. 

しかし， 1925/26年度のパーセントの合計は 101になり， 1927/28年度は 104になる。 このように若干の

不正礁ざがあるo

96) A. H. BeCeJIOB; ITpoやeCCHOHaJIbHO欄TeXHH可eCKoe06pa30BaHIIe B CCCP， CTp. 235. 

結 び

工場技能学校は，国民経済復興期から社会主義工業建設期にかけて，質的にも，量的にも

発展してきた。考察してきたように， 1920年代.とりわけ後半に激しくおこなわれた工場技能

学校をめぐる論争は，当時， レーニン，ルナチヤールスキー， グループスカヤマどはじめとして

主張されていたポリテフニズムが労働力養成事業において定着する過程でもある。

1920 年 12 月 ~1921 年 1 月に開催された菌民教育問題党協議会では，職業教育の早期化を

のぞむ者たちが，総合技術教育を批判，または否定し協議会は結果的には職業教育の開始の

年齢を 17歳から 15成までに引き下げたのである。つまり，総合技術教脊は 14歳まで実施され

ればよいのであって， 15歳からは職業教育が開始されると考えられたのである。

レーニンは，党協議会における総合技術教育の不当な濠解と，そして総合技術教育と職業

教育の関係について， IF教育人民委員部の党員活動家に対する中央委員会の指令jJ， IF教育人民委

員部の活動について』の中で，総合技術教脊と職業教育の相互関係は党綱領 ]2条8項1)で解決

済みであると述べ，職業教育と一般総合技術的知識との結合が必要であり，たんなる職業教育

ではなく，職業 総合技術教脊でなくてはならないと強調したのである。

しかしながら，このようなレーニンによる原理的提起は， クループスカヤ，ルナチヤール

スキー等の教育人民委員長官の指導的活動家には理解されていたものの，それ以外の，とりわけ

経済建設に主要な関心を払っていた経済諸機関には渡解されがたかったのである。そのような

状況のもとで，国民経済の復興がおこなわれ，さらにそれを基礎として社会主義的工業建設が

開始され，第 1次]I.カ年計画が作成検討されてきた。また，この時期は工業の再編，合理化が

展開している時期でもあった。将来の工業の発展方向を見通した上で，し、かなる労働力を養成

しなければならないのかといったことを，経済諮機関も真撃に考えざるをえなくなったので、あ
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る。ルナチヤールスキーは，最高国民経済会議の活動家たちが低い階梯の学校におけるポリテ

ブニズムにかんして話をしはじめたということを， rよろこばしい事実J2)として評価した。 こ
のルナチヤールスキーの音葉にあらわれているような傾向が経済諸機関の側におこってきたの

である。

1929年は，労働力(熟練，半熟練)養成における原理が， 論争の終結という形態をとって

一応，確立した年である。すなわち，養成の際に r総合技術的知識と技能の必要な基礎を与え
ることは保証されなければならない戸ということが論争を経て確認されたのである。 これは

工業の発展の方向を見通した上で，社会主義建設を実施しなければならない以上，不可避的に

到達しなければならない結論であったのである。

工場技能学校を対象として労働力養成を考察してきたが，学校の制度的発展，そして労働

力養成における「理念的な際理」の考察にとどまってしまい，学校の中の生徒の活動，また発

達という点からみた場合の学校および生徒の活動の分析という点では，まったく，すべてを残

してしまったと言わざるをえない。さらに，教育内容にかんしては，一部を紹介したにすぎず，

分析ということからは程遠いものになってしまった。

工場技能学校におけるポヲテフニズム，すなわち総合技術教育とは具体的に如何なるもの

であったのかを教科プラン，教授要目を分析することから解明することを，上述の残された諸

問題とあわせて今後の課題としたい。
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